


令和３年度（2021）教育学研究科年間予定表 

前 期

  入  学  式      ４月 ２日（金）

オリエンテーション      ４月 ５日（月）

  授     業      ４月 ８日（木）～ ７月３０日（金）

履 修 手 続      ４月 ８日（水）～ ４月２１日（水）

中 間 発 表 会      ４月３０日（金）

  開 学 記 念 日      ５月３１日（月）

  定 期 試 験      ８月 ２日（月）～ ８月 ６日（金）

  夏 季 休 業      ８月 ７日（土）～ ９月２７日（月）

後 期

  授     業      ９月２８日（火）～ １月３１日（月）

  履 修 手 続      ９月２０日（月）～１０月１１日（月）

  冬 季 休 業     １２月２４日（金）～ １月 ４日（火）

  定 期 試 験      ２月 １日（火）～ ２月 ７日（月）

  成 果 発 表 会      ２月１８日（金）～ ２月１９日（土）

  学位記授与式 ３月２５日（金）

授業時間

校 時 時    間 備    考

１  ８：５０～１０：２０

通常の授業時間帯

２ １０：３０～１２：００

３ １２：５０～１４：２０

４ １４：３０～１６：００

５ １６：１０～１７：４０

６ １８：００～１９：３０
特例による夜間の授業時間帯

７ １９：４０～２１：１０
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ⅠⅠ．教育学研究科履修案内 
 

１１．．教教育育学学研研究究科科のの目目的的  

本研究科は，精深な専門的知識・技能を授けることにより，創造性豊かな研究能力及び高度な教育実

践力を有する人材を養成し，併せて現職教員の再教育に努め，教員の資質の向上及び学校教育の振興に

資することを目的とする。 

 

２２．．教教育育学学研研究究科科のの構構成成とと概概要要  

本研究科には，教職実践専攻の１専攻を置く。教職実践専攻は教職大学院として認められており，修

了すれば，教職修士（専門職）の学位が与えられる。  

 教職実践専攻は，教職と教科に関する高度な専門的知識と能力を習得し，学校教育における優れた実

践能力と課題解決能力を備えた教員の養成を目指しており，本専攻には，子ども理解・特別支援教育実

践コース，学級経営・授業実践開発コース，教科授業実践コース，管理職養成コースの４コースを置く。  
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３３．．教教育育学学研研究究科科のの専専攻攻，，ココーーススのの概概要要  

専

攻 
コ  ー  ス 概     要 

教

職

実

践

専

攻 

子 ど も 理 解 ・ 特 別 支 援 

教 育 実 践 コ ー ス 

子どもたち一人ひとりの個性と教育的ニーズを的確

に把握し，適切な指導と支援を行うことのできる高い

専門知識と実践力を持つ教員を養成する。 

学 級 経 営 ・ 授 業 実 践 

開 発 コ ー ス 

活力ある学級を作り，効果的な授業を実践できると

ともに，学級・学校の機能をより向上させるマネージ

メント能力と，適切な教育課程を編成する力，授業を

改善する力等を備えた，高い実践力を持つ教員を養成

する。 

教 科 授 業 実 践 コ ー ス 

教科内容に対する確かな理解と児童・生徒に対する

深い理解に基づき，各教科を効果的に指導することが

できる高い授業実践力を持つ教員を養成する。 

管 理 職 養 成 コ ー ス 

深い教育的見識のもと複雑化・多様化した教育課題

を的確に捉え，すぐれたマネジメントのもと組織的な

学校運営を行い，教職員の人材育成，保護者や地域等

との連携に力を発揮し，時代を見据えた学校づくりを

リードする管理職を養成する。 
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４４．．教教育育学学研研究究科科ににおおけけるる履履修修ププロロググララムム  

本研究科は，２年の修業年限（２年プログラム）を標準とするが，この他に，１年プログラム及び３

年プログラムを開設する。 

１年プログラムは，次に示す要件をすべて満たす現職教員に対して適用し，標準修業年限を 1 年とす

る。 

① 正規職員としての教職経験が１０年以上ある者，又は，同等の教育実践経験がある者 

② 教育職員免許状（一種）を有する者 

③ 実習科目１０単位のうち，６単位を免除される者 

２年プログラム（標準修業年限２年の履修課程）の現職教員等については，修学上の便宜を図るため

大学院設置基準第１４条に定める教育方法の特例を適用する。 

３年プログラム（標準修業年限３年の履修課程）の学生は，教育職員普通免許状（一種）授与の所

要資格を得るため，教育学部学校教育教員養成課程において開設する授業科目（教養教育科目を含む。）

を履修することができる。なお，原則として取得できる免許状は１校種であり，中学校及び高等学校

の免許状においては，１教科・領域に限る。 

  

５５．．履履修修基基準準とと履履修修方方法法，，修修了了認認定定及及びび学学位位  

（１）履修基準 

研究科修了に必要な単位数は次表のとおりとする。 
 

授業科目 単位数 

専攻共通科目 ２０ 

コース科目 １３ 

教育実習科目 １０ 

実践研究指導科目 ４ 

計 ４７ 

ただし，第３条の２第２項に該当する現職教員学生については，次表のとおりとする。 
 

授業科目 単位数 

専攻共通科目 ２０ 

コース科目 １５ 

教育実習科目 １０ 

実践研究指導科目 ２ 

計 ４７ 
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（２）履修方法 

①現職教員学生（第３条の２第２項に該当する学生を除く。）及び現職教員学生以外の履修方法 

区分 科目区分 修得単位数 備考 

必修 専攻共通科目 １２単位  

コース科目 ４単位 注１参照 

実践研究指導科目 ４単位  

選択 専攻共通科目 ８単位以上  

コース科目 ９単位以上 注２参照 

教育実習科目 １０単位 授業科目毎に（初等）又は（中等）の

いずれかを選択し，合わせて１０単位

を修得すること。 

合計 ４７単位以上 注３参照 

 

②現職教員学生（第３条の２第２項に該当する学生に限る。）の履修方法 

 

区分 科目区分 修得単位数 備考 

必修 専攻共通科目 １２単位  

コース科目 ４単位 注１参照 

実践研究指導科目 ２単位 「学校教育実践研究３」１単位及び

「学校教育実践研究４」１単位を修得

すること。 

選択 専攻共通科目 ８単位以上  

コース科目 １１単位以上 注２参照 

教育実習科目 １０単位 「学校教育実践実習４」及び「学校教

育実践実習５」のそれぞれについて，

（初等）又は（中等）のいずれかを選

択し，合わせて４単位を修得するこ

と。なお,第５条第３項の規定により

履修を免除された実習の単位数６単

位を含む。 

合計 ４７単位以上 注３参照 
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注１ 所属コースのコース科目のうち☆を付した授業科目は，同一科目名の（初等）又は（中等）の

いずれかの科目を履修し，その単位を修得すること。 

注２ 所属コースのコース科目から４単位以上を修得すること。なお，専攻共通科目の修得単位数の

うち必要修得単位数２０単位を超える単位数及び他コースのコース科目の修得単位数を算入する

ことができる。 

注３ 授業科目名に「（初等）」又は「（中等）」とある授業科目については，同一科目名の「（初

等）」及び「（中等）」の２科目の単位を修得した場合でも，いずれか１科目の単位しか本表の修

得単位数として算入できない。 

 

（３）修了認定 

教職実践専攻の修了認定の条件は次のとおりとする。 

１．所定の期間在学すること。 

２．所定の達成基準を満たし，４７単位（１年プログラムの学生においては，履修を免除され

た単位数を含む。）以上を修得すること。 

３．最終レポート（実践研究報告書）の審査及び最終試験に合格すること。 

４．教育職員専修免許状の取得に必要な所定の単位数（３年プログラムの学生においては，一

種免許状取得のための単位数を含む。）を修得すること。 

 

（４）学位 

教職実践専攻を修了した者には，教職修士（専門職）の学位を授与する。 

 

６６．．履履修修方方法法のの特特例例措措置置（（現現職職教教員員等等））  

大学院設置基準第１４条に定める教育方法の特例措置の適用を希望する現職教員等に対しては，高等

教育を受ける機会を拡大するための措置を次のとおり実施する。 

 

（１） 修業年限 

この特例の適用を受ける者は，標準修業年限２年間のうち，後半の１年間は夜間等における履修を認

める。 

（２） 履修方法 

① 特例を適用する場合，現職教員等は２年間のうち，最初の１年間は現職を離れて通常の時間帯の

通学履修を原則とする。課程修了に必要な４７単位のうち３８単位以上を，通常の時間帯における

履修によって修得しなければならない。 
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② 後半の１年間は在職校等で勤務しながら，原則として週１回以上定期的に通学し夜間等の時間帯

で授業科目の履修の指導又は研究指導を受ける。 

後半の１年間に履修することができる科目は，コース科目・教育実習科目・実践研究指導科目で，

修得することができる単位数は合計１０単位以下とする。 

③ 特例による授業時間帯は夜間（６校時 １８時００分～１９時３０分，７校時 １９時４０分～２

１時１０分）及び夏季・冬季休業期間とし，必要に応じて特定の曜日にも授業を行う。 

 
【授業時間帯】 

校 時 授 業 時 間 備   考 
１校時  ８：５０～１０：２０ 

通常の授業時間帯 
２校時 １０：３０～１２：００ 
３校時 １２：５０～１４：２０ 
４校時 １４：３０～１６：００ 
５校時 １６：１０～１７：４０ 
６校時 １８：００～１９：３０ 

特例による夜間の授業時間帯 
７校時 １９：４０～２１：１０ 

 

７７．．実実習習科科目目（（学学校校教教育育実実践践実実習習））ににつついいてて  

教職大学院では，実践的指導力を強化するために，大学院生は１０単位の実習科目（学校教育実践実

習）を行う。 

この実習科目で大学院生は，学校教育に関する基礎的・理論的な理解の上に，学級経営，授業実践，

生徒指導，教育相談等にかかわる課題や問題に関し，指導教員の指導の下で自ら立案した計画に沿って

解決策を実践し，経験することで，学校におけるさまざまな課題に主体的に取り組むことのできる資質

能力を培うことが期待されている。 

このような実習科目を効果的に行うために「学校教育実践研究１～４」が設けられている。この授業

科目は，理論と実践とを架橋し，その往還を図るために，実習について省察する必修科目として設けら

れたものである。このなかで大学院生は，実習計画の作成，課題や実習内容等の検討，そして実践研究

の計画・実施，実践研究報告書の作成について，指導教員の指導を受ける。（４単位必修。１年プログ

ラムでは２単位必修） 

実習科目では，大学院生が学校の教育活動全般を主体的に経験し，省察することを期待されており，

学校教育実践実習１～５の各実習の中心となる内容を次のように定めている。 

学校教育実践実習１・・・・・学級経営，生徒指導 

学校教育実践実習２・・・・・学級経営，授業実践 
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学校教育実践実習３・・・・・生徒指導，教育相談 

学校教育実践実習４・・・・・各コース実践研究 

学校教育実践実習５・・・・・各コース実践研究 

なお，学校教育実践実習１～５は，授業科目毎に（初等）又は（中等）のいずれかを選択し，合わせ

て１０単位を修得すること。 

また，学校教育実践実習及び学校教育実践研究は，各学生をそれぞれ２人以上の指導教員で担当，指

導する。 

 

８８．．最最終終レレポポーートト((実実践践研研究究報報告告書書))  

最終レポートは，教職実践専攻各コースにおける教育実践報告とする。レポートの審査は，指導教

員を含む複数の教員によって行う。 

  

９９．．指指導導教教員員届届  

学生は，履修指導を受けようとする指導教員の承認を得て，所定の期日までに指導教員届を大学院第

二係に提出しなければならない。 

  

１１００．．履履修修手手続続きき  

学生は，指導教員の指導のもとに毎学期所定の期日までに履修手続きを行わなければならない。 

 

１１１１．．履履修修科科目目のの登登録録のの上上限限  

学生が履修科目として登録することのできる単位数の上限（以下「上限単位数」という。）は，１年

間に４０単位とし，１学期当たり２５単位とする。ただし，集中講義及び不定期開講の授業科目につい

ては，上限単位数に算入しない。  

なお，学生が前期において履修を登録したすべての授業科目の単位について，次の計算方式によるグ

レード・ポイント・アベレージ（以下「ＧＰＡ」という。）が２．８以上であり，所属コースが教育上

必要があると認めるときは，教務委員会の議を経て，後期において上限単位数を超えて履修科目を登録

することができる。この場合の上限単位数は，１年間に５０単位とする。 

 

ＧＰＡ＝（評価ＡＡの単位数×４＋評価Ａの単位数×３＋評価Ｂの単位数×２＋評価Ｃの単位数×１ 

＋評価Ｄ（失格，欠席等を含む。）の単位数×０）／履修登録単位総数 
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１１２２．．成成績績評評価価にに関関すするる申申立立てて  

① 長崎大学大学院教育学研究科規程第７条第４項による申立てを行おうとする学生は，成績公開日

から２週間以内（最終学年後期の成績については２日以内）に所定の様式による申立書を大学院第

二係に提出するものとする。 

② 申立てを受けた授業担当教員は，申立書受理日から１週間以内（最終学年後期の成績については

２日以内）に所定の様式による回答書を大学院第二係に提出するものとする。 

③ 教務委員長は，前項の回答書の内容について申立てを行った学生に通知するものとする。 

④ 申立書への回答の通知を受けた学生は，回答内容についての確認書を作成のうえ大学院第二係に

提出するものとする。 
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Ⅱ．教職実践専攻の授業科目，単位数
１　現職教員学生以外の授業科目及び単位数

必修 選択

2）等初（程課育教と領要導指習学　　　

2）等中（程課育教と領要導指習学　　　

2践実と論理の究研業授　　　

2論程課育教・業授の育教援支別特　＊特

2際実と究研の化報情の育教　　　

2法方と解理の徒生童児　　　

2際実と論理の談相育教　　　

2学理心の育教援支別特　＊特

2践実と論理の営経校学と営経級学　　　

2習演営運働協践実職教　　　

2務職と質資の員教　　　

2論ーターネィデーコ育教援支別特　＊特

2論理礎基の育教援支別特　＊特

4究研例事と察省の践実職教　　　

（５）特別支援学校教諭専修免許状の取得を希望する学生は，＊を付した授業科目を全て履修し，そ
　　の単位を修得すること。

注意事項
（１）専攻共通科目において「特」を付した授業科目は，子ども理解・特別支援教育実践コース，学
　　級経営・授業実践開発コース及び教科授業実践コースの学生の中で，特別支援学校教諭専修免許
　　状の取得を希望する学生を対象とした科目を表す。

（２）専攻共通科目は，領域１から領域５までの領域ごとに１科目以上を履修し，その単位を修得す
　　ること。

（３）所属コースのコース科目のうち☆を付した授業科目は，同一科目名の（初等）又は（中等）の
　　いずれかの科目を履修し，その単位を修得すること。

（４）コース科目のうち※を付した授業科目は，複数コース間の共通開設科目である。

単位
授業科目科目区分 領域

専攻共通科目

領域１

領域３

領域２

領域５

領域４
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　　生徒指導・キャリア教育の方法 2

　　学校カウンセリングの実践法 2

　　発達と学習の心理学 2

＊　特別支援教育のシステム論 2

＊　特別支援アセスメント事例研究 2

＊　発達障害児の理解と支援 2

＊　特別支援教育の生理・病理学 2

＊　肢体不自由児の理解と支援 2

＊　病弱児の理解と支援 2

＊　重度重複障害児の理解と支援 2

＊　特別支援学校・学級経営論 2

　　学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 2

※　学校の危機管理 2

子ども理解・特別支援
教育実践コースのコー
ス科目

－ －10



　　学級経営における人間関係の形成 2

☆　教科経営の実際と授業分析・評価（初等） 2

☆　教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 2

※　教材論と学習指導の実際 2

※　カリキュラムの理論と実践 2

※　学校の危機管理 2

　　道徳教育の理論と実際 2

　　ふるさと教育と総合的な学習 2

　　人権教育の理論と実際 2

　　福祉教育の理論と実際 2

　　国際理解ワークショップ 2

　　複式学級の教育と実際 2

学級経営・授業実践開
発コースのコース科目
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　　教科の指導と評価 2

　　 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 2

※　教材論と学習指導の実際 2

※　カリキュラムの理論と実践 2

※　学校の危機管理 2

　　国語科教育の理論と方法（初等） 2

　　国語科教育の理論と方法（中等） 2

　　国語科教育の実践と課題（初等） 2

　　国語科教育の実践と課題（中等） 2

　　社会科・地理歴史科教育の理論と方法（初等） 2

　　社会科・地理歴史科教育の理論と方法（中等） 2

　　社会科・公民科教育の理論と方法（初等） 2

　　社会科・公民科教育の理論と方法（中等） 2

　　理科教育課程と指導計画（初等） 2

　　理科教育課程と指導計画（中等） 2

　　理科授業設計（初等） 2

　　理科授業設計（中等） 2

　　音楽科教育実践研究（初等） 2

　　音楽科教育実践研究（中等） 2

　　情操を育む音楽活動実践研究（初等） 2

　　情操を育む音楽活動実践研究（中等） 2

　　美術の教材開発ａ（心象表現）（初等） 2

　　美術の教材開発ａ（心象表現）（中等） 2

　　美術の教材開発ｂ（目的表現）（初等） 2

　　美術の教材開発ｂ（目的表現）（中等） 2

　　健康教育の理論と実際 2

　　身体教育の理論と実際 2

　　技術科教育（材料と加工及び生物育成）の実践と課題 2

　　技術科教育（エネルギー変換及び情報）の実践と課題 2

　　家庭科授業の研究と開発（初等） 2

　　家庭科授業の研究と開発（中等） 2

　　家庭科のカリキュラム編成と授業づくり（初等） 2

　　家庭科のカリキュラム編成と授業づくり（中等） 2

　　英語科教育の実践と課題（初等） 2

　　英語科教育の実践と課題（中等） 2

　　英語学力評価の理論と方法・技術 2

　　小学校外国語活動の実践と課題 2

教
科
の
授
業
と
指
導
に
関
す
る
分
野

教科授業実践コー
スのコース科目
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　　伝統的言語文化と国語の特質に関する教科内容研究法 2

　　授業に活かす国語教材研究法（読む） 2

　　授業に活かす国語教材研究法（書く） 2

　　社会認識を育む社会科理解と教材研究(地理歴史分野) 2

　　社会認識を育む社会科理解と教材研究(公民分野) 2

　　物質とエネルギー分野の教材研究 2

　　生命と地球分野の教材研究 2

　　自然環境と科学技術の理解と授業実践課題 2

　　器楽表現における教材研究 2

　　歌唱表現における教材研究 2

　　合唱・合奏の理解を深める理論と実践 2

　　美術における心象表現 2

　　美術の理論と実践 2

　　身体運動の理論と実際 2

　　学校保健の理論と実際 2

　　電気と情報の教育展開 2

　　環境とエネルギーの教育展開 2

　　工作とものづくりの教育展開 2

　　食生活の理解と実践 2

　　消費生活の理解と実践 2

　　住生活の理解と実践 2

　　家族・子どもの理解と実践 2

　　英語教育教材の分析と開発 2

　　英文法指導のための実践研究 2

コミュニカティブ・ランゲージ・ティーチングの基本と実践 2

　　授業のための英語文化理解 2

教
科
内
容
の
研
究
と
実
践
に
関
す
る
分
野

教科授業実践コー
スのコース科目
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　　学校教育実践実習１（初等） 2

　　学校教育実践実習１（中等） 2

　　学校教育実践実習２（初等） 2

　　学校教育実践実習２（中等） 2

　　学校教育実践実習３（初等） 2

　　学校教育実践実習３（中等） 2

　　学校教育実践実習４（初等） 2

　　学校教育実践実習４（中等） 2

　　学校教育実践実習５（初等） 2

　　学校教育実践実習５（中等） 2

　　学校教育実践研究１ 1

　　学校教育実践研究２ 1

　　学校教育実践研究３ 1

　　学校教育実践研究４ 1

26 204

実践研究指導科目

計

教育実習科目
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２　現職教員学生の授業科目及び単位数

必修 選択

教　　学習指導要領と教育課程（初等） 2

教　　学習指導要領と教育課程（中等） 2

管　　カリキュラム・マネジメント 2

教　　授業研究の理論と実践 2

特＊　特別支援教育の授業・教育課程論 2

管　　授業研究と教師教育 2

　　　教育の情報化の研究と実際 2

教　　児童生徒の理解と方法 2

教　　教育相談の理論と実際 2

特＊　特別支援教育の心理学 2

管　　学校危機管理の理論と実践 2

　　　学級経営と学校経営の理論と実践 2

管☆　学校組織マネジメント演習 4

　　　教職実践協働運営演習 2

教　　教員の資質と職務 2

特＊※特別支援教育コーディネーター論 2

管　　リーダーの役割と資質 2

　＊　特別支援教育の基礎理論 2

教☆　教職実践の省察と事例研究 4

領域１

領域

領域３

領域２

領域４

領域５

（２）専攻共通科目及び教育実習科目において，「教」を付した授業科目は子ども理解・特別支援教育
　　実践コース，学級経営・授業実践開発コース及び教科授業実践コースの学生を対象とした科目を表
　　し，「管」を付した授業科目は管理職養成コースの学生を対象とした科目を表す。

注意事項
（１）専攻共通科目において，「特」を付した授業科目は，子ども理解・特別支援教育実践コース，学
　　級経営・授業実践開発コース及び教科授業実践コースの学生のうち，特別支援学校教諭専修免許状
　　の取得を希望する学生を対象とした科目を表す。

（３）専攻共通科目は，領域１から領域５までの領域ごとに１科目以上を履修し，その単位を修得する
　　こと。

（４）専攻共通科目のうち，☆を付した「学校組織マネジメント演習」及び「教職実践の省察と事例研
　　究」については，いずれかを必ず履修し，その単位を修得すること。

（５）所属コースのコース科目のうち，☆を付した授業科目は，同一科目名の（初等）又は（中等）の
　　いずれかを履修し，その単位を修得すること。

単位
授業科目

（６）※を付した授業科目は，複数コース間の共通開設科目である。

（７）特別支援学校教諭専修免許状の取得を希望する学生は，＊を付した授業科目を全て履修し，その
　　単位を修得すること。

（８）第３条の２第２項に該当する学生については，実践研究指導科目の「学校教育実践研究１」及び
　　「学校教育実践研究２」を選択科目とする。

専攻共通科目

科目区分

－ －15



　　生徒指導・キャリア教育の方法 2

　　学校カウンセリングの実践法 2

　　発達と学習の心理学 2

＊　特別支援教育のシステム論 2

＊　特別支援アセスメント事例研究 2

＊　発達障害児の理解と支援 2

＊　特別支援教育の生理・病理学 2

＊　肢体不自由児の理解と支援 2

＊　病弱児の理解と支援 2

＊　重度重複障害児の理解と支援 2

＊　特別支援学校・学級経営論 2

　　学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 2

※　学校の危機管理 2

子ども理解・特別支援教
育実践コースのコース科
目

－ －16



　　学級経営における人間関係の形成 2

☆　教科経営の実際と授業分析・評価（初等） 2

☆　教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 2

※　教材論と学習指導の実際 2

※　カリキュラムの理論と実践 2

※　学校の危機管理 2

※　道徳教育の理論と実際 2

　　ふるさと教育と総合的な学習 2

※　人権教育の理論と実際 2

※　福祉教育の理論と実際 2

　　国際理解ワークショップ 2

　　複式学級の教育と実際 2

学級経営・授業実践開発
コースのコース科目
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　　教科の指導と評価 2

※　教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 2

※　教材論と学習指導の実際 2

※　カリキュラムの理論と実践 2

※　学校の危機管理 2

　　国語科教育の理論と方法（初等） 2

　　国語科教育の理論と方法（中等） 2

　　国語科教育の実践と課題（初等） 2

　　国語科教育の実践と課題（中等） 2

　　社会科・地理歴史科教育の理論と方法（初等） 2

　　社会科・地理歴史科教育の理論と方法（中等） 2

　　社会科・公民科教育の理論と方法（初等） 2

　　社会科・公民科教育の理論と方法（中等） 2

　　理科教育課程と指導計画（初等） 2

　　理科教育課程と指導計画（中等） 2

　　理科授業設計（初等） 2

　　理科授業設計（中等） 2

　　音楽科教育実践研究（初等） 2

　　音楽科教育実践研究（中等） 2

　　情操を育む音楽活動実践研究（初等） 2

　　情操を育む音楽活動実践研究（中等） 2

　　美術の教材開発ａ（心象表現）（初等） 2

　　美術の教材開発ａ（心象表現）（中等） 2

　　美術の教材開発ｂ（目的表現）（初等） 2

　　美術の教材開発ｂ（目的表現）（中等） 2

　　健康教育の理論と実際 2

　　身体教育の理論と実際 2

　　技術科教育（材料と加工及び生物育成）の実践と課題 2

　　技術科教育（エネルギー変換及び情報）の実践と課題 2

　　家庭科授業の研究と開発（初等） 2

　　家庭科授業の研究と開発（中等） 2

　　家庭科のカリキュラム編成と授業づくり（初等） 2

　　家庭科のカリキュラム編成と授業づくり（中等） 2

　　英語科教育の実践と課題（初等） 2

　　英語科教育の実践と課題（中等） 2

　　英語学力評価の理論と方法・技術 2

※　小学校外国語活動の実践と課題 2

教
科
の
授
業
と
指
導
に
関
す
る
分
野

教科授業実践コース
のコース科目
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　　伝統的言語文化と国語の特質に関する教科内容研究法 2

　　授業に活かす国語教材研究法（読む） 2

　　授業に活かす国語教材研究法（書く） 2

　　社会認識を育む社会科理解と教材研究(地理歴史分野) 2

　　社会認識を育む社会科理解と教材研究(公民分野) 2

　　物質とエネルギー分野の教材研究 2

　　生命と地球分野の教材研究 2

　　自然環境と科学技術の理解と授業実践課題 2

　　器楽表現における教材研究 2

　　歌唱表現における教材研究 2

　　合唱・合奏の理解を深める理論と実践 2

　　美術における心象表現 2

　　美術の理論と実践 2

　　身体運動の理論と実際 2

　　学校保健の理論と実際 2

　　電気と情報の教育展開 2

　　環境とエネルギーの教育展開 2

　　工作とものづくりの教育展開 2

　　食生活の理解と実践 2

　　消費生活の理解と実践 2

　　住生活の理解と実践 2

　　家族・子どもの理解と実践 2

　　英語教育教材の分析と開発 2

　　英文法指導のための実践研究 2

　　コミュニカティブ・ランゲージ・ティーチングの基本と実践 2

　　授業のための英語文化理解 2

教
科
内
容
の
研
究
と
実
践
に
関
す
る
分
野

教科授業実践コース
のコース科目
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　　学校経営総論 2

　　インクルーシブ教育システムの構築 2

＊※特別支援教育コーディネーター論 2

※　人権教育の理論と実際 2

※　福祉教育の理論と実際 2

※　教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 2

※　小学校外国語活動の実践と課題 2

※　学校の危機管理 2

※　道徳教育の理論と実際 2

管理職養成コースのコー
ス科目
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教　学校教育実践実習１（初等） 2

教　学校教育実践実習１（中等） 2

教　学校教育実践実習２（初等） 2

教　学校教育実践実習２（中等） 2

教　学校教育実践実習３（初等） 2

教　学校教育実践実習３（中等） 2

教　学校教育実践実習４（初等） 2

教　学校教育実践実習４（中等） 2

教　学校教育実践実習５（初等） 2

教　学校教育実践実習５（中等） 2

管　学校教育実践実習１ 2

管　学校教育実践実習２ 2

管　学校教育実践実習３ 2

管　学校教育実践実習４ 2

管　学校教育実践実習５ 2

　　学校教育実践研究１ 1

　　学校教育実践研究２ 1

　　学校教育実践研究３ 1

　　学校教育実践研究４ 1

36 234計

実践研究指導科目

教育実習科目
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Ⅲ．教育職員免許状の取得について 

 

(1) 取得できる免許状の種類 

① 本研究科において取得できる専修免許状は，別表１のとおりである。ただし，専修免許状

の所要資格を得ようとする場合は，取得しようとする専修免許状（中学校教諭及び高等学校

教諭の専修免許状については，その免許教科）の一種免許状を有することが必要である。 

  ② 3年プログラムへの入学者（教育職員一種免許状及び専修免許状の取得のための所要資格

を得ることを目的として入学し，標準修業年限が3年の者。）については，所定の単位を修得

することにより，一種免許状及び専修免許状取得のための所要資格を得ることができる。 

(2) 専修免許状取得のための必要単位数 

幼稚園教諭専修免許状，小学校教諭専修免許状，中学校教諭専修免許状，高等学校教諭専

修免許状，特別支援学校教諭専修免許状取得のためには，教職課程認定科目の教職に関する

科目，特別支援教育に関する科目の中から各学校種（教科・領域）に応じた授業科目を２４

単位以上修得しなければならない。 

学校種（教科・領域）毎の教職課程認定科目については，別表２を参照すること。 

 

 

（別表１） 

専 攻 コ ー ス 
取得できる専修免許状 

学 校 種 教  科・領  域 

教職実践 

子ども理解・特別支援教育実践コース 

 

学 級 経 営 ・ 授 業 実 践 開 発 コ ー ス 

 

教 科 授 業 実 践 コ ー ス 

 

管 理 職 養 成 コ ー ス 

幼 稚 園  

小 学 校  

中 学 校 
国語，社会，数学，理科，音楽，美術， 

保健体育，技術，家庭，英語 

高 等 学 校 

国語，地理歴史，公民，数学，理科，音楽， 

美術，書道，保健体育，家庭，情報，工業，

英語 

特 別 支 援 学 校 
※1 

知的障害者，肢体不自由者，病弱者 

※2（視覚障害者，聴覚障害者） 

※1 1 年プログラムにおける特別支援学校教諭専修免許状の取得にあたっては，原則として子ども理解・特別支援教育

実践コースに所属する場合に限り，専修免許状を取得することができる。 

※2 特別支援学校教諭専修免許状の取得にあたっては，「知的障害者，肢体不自由者，病弱者」の領域と「視覚障害者」及

び「聴覚障害者」の領域の一種免許状を併せ持つ場合に限り，「視覚障害者」及び「聴覚障害者」の領域についての専修免許

状を取得できる。 
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（別表２）     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

幼稚園教諭専修免許状 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（初等） 

カリキュラム・マネジメント 
授業研究の理論と実践 

  授業研究と教師教育 
  学校危機管理の理論と実践 

学級経営と学校経営の理論と実践 
  教員の資質と職務 
  リーダーの役割と資質 
  教育の情報化の研究と実際 
  教職実践協働運営演習 
  教職実践の省察と事例研究 
  学校組織マネジメント演習  
【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（初等） 
  学校教育実践実習２（初等） 
  学校教育実践実習３（初等） 
  学校教育実践実習４（初等） 
  学校教育実践実習５（初等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 
学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
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     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

小学校教諭専修免許状 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（初等） 

カリキュラム・マネジメント 
授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
  教職実践の省察と事例研究 

学校組織マネジメント演習  
【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（初等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 

複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  国語科教育の理論と方法（初等） 
  国語科教育の実践と課題（初等） 
  社会科・地理歴史科教育の理論と方法（初等） 
  社会科・公民科教育の理論と方法（初等） 
  理科教育課程と指導計画（初等） 
  理科授業設計（初等） 
  音楽科教育実践研究（初等） 
  情操を育む音楽活動実践研究（初等） 
  美術の教材開発ａ（心象表現）（初等） 
  美術の教材開発ｂ（目的表現）（初等） 
  健康教育の理論と実際 

身体教育の理論と実際 
  家庭科授業の研究と開発（初等） 
  家庭科のカリキュラム編成と授業づくり（初等） 
  英語科教育の実践と課題（初等） 
※ 小学校外国語活動の実践と課題  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 小学校外国語活動の実践と課題 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（初等） 
  学校教育実践実習２（初等） 
  学校教育実践実習３（初等） 
  学校教育実践実習４（初等） 
  学校教育実践実習５（初等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 
学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －24



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（国 語） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
  教職実践の省察と事例研究 

学校組織マネジメント演習  
【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリ教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  国語科教育の理論と方法（中等） 
  国語科教育の実践と課題（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 
学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
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     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（社 会） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  社会科・地理歴史科教育の理論と方法（中等） 
  社会科・公民科教育の理論と方法（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －26



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（数 学） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －27



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（理 科） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  理科教育課程と指導計画（中等） 
  理科授業設計（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －28



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（音 楽） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  音楽科教育実践研究（中等） 
  情操を育む音楽活動実践研究（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５  

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －29



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（美 術） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  美術の教材開発ａ（心象表現）（中等） 
  美術の教材開発ｂ（目的表現）（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －30



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（保健体育） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価  
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 

健康教育の理論と実際 
身体教育の理論と実際  

【管理職養成コースのコース科目】 
学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －31



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（技 術） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  技術科教育（材料と加工及び生物育成）の実践と課題 
  技術科教育（エネルギー変換及び情報）の実践と課題  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －32



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（家 庭） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  家庭科授業の研究と開発（中等） 
  家庭科のカリキュラム編成と授業づくり（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －33



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

中学校教諭専修免許状（英 語） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  英語科教育の実践と課題（中等） 
  英語学力評価の理論と方法・技術  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理 
※ 道徳教育の理論と実際  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －34



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（国 語） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  国語科教育の理論と方法（中等） 
  国語科教育の実践と課題（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 
学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －35



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（地理歴史） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  社会科・地理歴史科教育の理論と方法（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －36



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（公 民） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  社会科・公民科教育の理論と方法（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －37



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（数 学） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －38



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（理 科） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  理科教育課程と指導計画（中等） 
  理科授業設計（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －39



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（音 楽） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  音楽科教育実践研究（中等） 
  情操を育む音楽活動実践研究（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５  

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －40



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（美 術） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  美術の教材開発ａ（心象表現）（中等） 
  美術の教材開発ｂ（目的表現）（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －41



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（書 道） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －42



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（保健体育） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 

健康教育の理論と実際 
身体教育の理論と実際  

【管理職養成コースのコース科目】 
学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －43



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（家 庭） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  家庭科授業の研究と開発（中等） 
  家庭科のカリキュラム編成と授業づくり（中等）  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －44



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（情 報） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
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     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（工 業） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
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     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

高等学校教諭専修免許状（英 語） 
 
【専攻共通科目】 
  学習指導要領と教育課程（中等） 
  カリキュラム・マネジメント 

授業研究の理論と実践 
授業研究と教師教育 
児童生徒の理解と方法 
教育相談の理論と実際 
学校危機管理の理論と実践 
学級経営と学校経営の理論と実践 
教員の資質と職務 
リーダーの役割と資質 
教育の情報化の研究と実際 

  教職実践協働運営演習 
教職実践の省察と事例研究 
学校組織マネジメント演習  

【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 
  生徒指導・キャリア教育の方法 
  学校カウンセリングの実践法 
  発達と学習の心理学 
  学級集団づくり・ソーシャルスキル教育の指導法 
※ 学校の危機管理  
【学級経営・授業実践開発コースのコース科目】 
  学級経営における人間関係の形成 
  教科経営の実際と授業分析・評価（中等） 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  ふるさと教育と総合的な学習 
※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
  国際理解ワークショップ 
  複式学級の教育と実際 

 
【教科授業実践コースのコース科目】 
  教科の指導と評価 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 教材論と学習指導の実際 
※ カリキュラムの理論と実践 
※ 学校の危機管理 
  英語科教育の実践と課題（中等） 
  英語学力評価の理論と方法・技術  
【管理職養成コースのコース科目】 

学校経営総論 
インクルーシブ教育システムの構築 

※ 人権教育の理論と実際 
※ 福祉教育の理論と実際 
※ 教科指導におけるカリキュラム・マネジメントと情報活用能力の育成 
※ 学校の危機管理  
【教育実習科目】 
  学校教育実践実習１（中等） 
  学校教育実践実習２（中等） 
  学校教育実践実習３（中等） 
  学校教育実践実習４（中等） 
  学校教育実践実習５（中等） 

学校教育実践実習１ 
学校教育実践実習２ 
学校教育実践実習３ 
学校教育実践実習４ 

  学校教育実践実習５ 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 
 

－ －47



 

     専修免許状取得のための教職課程認定科目一覧 

特別支援学校教諭専修免許（知的障害者，肢体不自由者，病弱者）  
※（視覚障害者，聴覚障害者） 

 
【専攻共通科目】 
  特別支援教育の授業・教育課程論 
  特別支援教育の心理学 
※ 特別支援教育コーディネーター論 

特別支援教育の基礎理論  
【子ども理解・特別支援教育実践コースのコース科目】 

特別支援教育のシステム論 
特別支援アセスメント事例研究 
発達障害児の理解と支援 
特別支援教育の生理・病理学 
肢体不自由児の理解と支援 
病弱児の理解と支援 
重度重複障害児の理解と支援 
特別支援学校・学級経営論  

【管理職養成コースのコース科目】 
※ 特別支援教育コーディネーター論 
 

 
 

教育職員普通免許状（専修免許状）を取得するためには、免許状の種類に応じて本表中の授業科目を、合計２４単位

以上修得すること。 
なお、※印の科目は、複数のコース共通開設科目である。（ダブルカウントできない。） 

※ 特別支援学校教諭専修免許状の取得にあたっては，「知的障害者，肢体不自由者，病弱者」の領域と「視覚障害者」及び

「聴覚障害者」の領域の一種免許状を併せ持つ場合に限り，「視覚障害者」及び「聴覚障害者」の領域についての専修免許

状を取得できる。 
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ⅣⅣ．長崎大学大学院学則 
 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 長崎大学大学院（以下「本学大学院」という。）は，国立大学法人長崎大学基本

規則（平成１６年規則第１号）第３条に規定する理念に基づき，実践的問題解決能力と

政策立案能力を有し国際的問題及び地域の諸課題を解決しうる高度専門職業人並びに豊

かな創造的能力を有し先導的知を創生しうる研究者を養成し，もって広く人類に貢献す

ることを目的とする。 

２ 本学大学院の修業年限，教育課程，教育研究組織その他の学生の修学上必要な事項に

ついては，この学則の定めるところによる。 

（教育研究上の目的の公表等） 

第１条の２ 各研究科は，研究科又は専攻ごとに，人材の養成に関する目的その他の教育

研究上の目的を研究科規程に定め，公表するものとする。 

（課程） 

第２条 本学大学院の課程は，修士課程，博士課程及び専門職学位課程（学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第９９条第２項の専門職大学院の課程をいう。以下同じ。）と

する。 

２ 修士課程は，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における研究能力又はこ

れに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的

とする。 

３ 博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他

の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学

識を養うことを目的とする。 

４ 専門職学位課程は，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越し

た能力を培うことを目的とする。 

（研究科，専攻，課程及び収容定員） 

第３条 研究科の専攻及び課程は，次のとおりとする。 

研究科 専攻 課程 

多文化社会学研究科 多文化社会学専攻 前期２年

の課程 

博士課程 

後期３年

の課程 

教育学研究科 教職実践専攻 専門職学位課程 

経済学研究科 経済経営政策専攻 前期２年

の課程 

博士課程 

経営意思決定専攻 後期３年

の課程 

工学研究科 総合工学専攻 前期２年

の課程 

博士課程 

生産システム工学専攻 後期３年

の課程 

グリーンシステム創成科学専攻 博士課程 

水産・環境科学総合研

究科 

水産学専攻，環境科学専攻 前期２年

の課程 

博士課程 
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環境海洋資源学専攻 後期３年

の課程 

海洋フィールド生命科学専攻 博士課程 

医歯薬学総合研究科 保健学専攻 修士課程 

災害・被ばく医療科学共同専攻 

医療科学専攻，新興感染症病態制御

学系専攻，放射線医療科学専攻，先

進予防医学共同専攻 

博士課程 

生命薬科学専攻 前期２年

の課程 

博士課程 

後期３年

の課程 

熱帯医学・グローバル

ヘルス研究科 

グローバルヘルス専攻 前期２年

の課程 

博士課程 

後期３年

の課程 

長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯

医学大学院国際連携グローバルヘル

ス専攻 

後期３年

の課程 

２ 多文化社会学研究科，経済学研究科，工学研究科（グリーンシステム創成科学専攻を

除く。），水産・環境科学総合研究科（海洋フィールド生命科学専攻を除く。），医歯

薬学総合研究科生命薬科学専攻及び熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘル

ス専攻の博士課程は，前期２年の課程（以下「博士前期課程」という。）及び後期３年

の課程（以下「博士後期課程」という。）に区分し，博士前期課程は，修士課程として

取り扱うものとする。 

３ 教育学研究科教職実践専攻は，専門職学位課程のうち専門職大学院設置基準（平成１

５年文部科学省令第１６号）第２６条に規定する教職大学院の課程とする。 

４ 医歯薬学総合研究科災害・被ばく医療科学共同専攻は第７条の５に規定する共同教育

課程として福島県立医科大学と共同実施する修士課程とし，医歯薬学総合研究科先進予

防医学共同専攻は第７条の５に規定する共同教育課程として千葉大学及び金沢大学と共

同実施する博士課程とする。 

５ 熱帯医学・グローバルヘルス研究科長崎大学－ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院国

際連携グローバルヘルス専攻は，ロンドン大学衛生・熱帯医学大学院と連携して教育を

実施する博士後期課程とする。 

６ 研究科の収容定員は，別表第１のとおりとする。 

（講座） 

第４条 前条第１項に掲げる研究科に，講座等を置くことができる。 

２ 前項の講座等は，別に定める。 

（標準修業年限） 

第５条 教育学研究科専門職学位課程の標準修業年限は，２年とする。ただし，教育上の

必要があると認められる場合は，学生の履修上の区分に応じ，その標準修業年限は，１

年以上２年未満の期間又は２年を超える期間とすることができるものとする。 

２ 前項の場合において，１年以上２年未満の期間とすることができるのは，主として実

務の経験を有する者に対して教育を行う場合であって，かつ，昼間と併せて夜間その他

特定の時間又は時期において授業を行う等の適切な方法により教育上支障を生じない場
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合に限る。 

３ 医歯薬学総合研究科保健学専攻及び災害・被ばく医療科学共同専攻の修士課程の標準

修業年限は２年とする。 

４ 熱帯医学・グローバルヘルス研究科の博士課程の標準修業年限は５年（同研究科グロ

ーバルヘルス専攻の博士前期課程に置く熱帯医学コースを修了し，博士後期課程に進学

した者にあっては４年）とし，博士前期課程の熱帯医学コースの標準修業年限は１年，

熱帯医学サテライトコース，国際健康開発コース，国際健康開発サテライトコース，ヘ

ルスイノベーションコース及びヘルスイノベーションサテライトコースの標準修業年限

は２年とし，博士後期課程の標準修業年限は３年とする。 

５ 多文化社会学研究科，経済学研究科，工学研究科，水産・環境科学総合研究科及び医

歯薬学総合研究科生命薬科学専攻の博士課程の標準修業年限は５年とし，博士前期課程

の標準修業年限は２年，博士後期課程の標準修業年限は３年とする。 

６ 医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染症病態制御学系専攻，放射線医療科学専

攻及び先進予防医学共同専攻の博士課程の標準修業年限は，４年とする。 

（入学前の既修得単位等を勘案した在学期間の短縮） 

第５条の２ 第１５条の３の規定により本学大学院に入学する前に修得した単位を本学大

学院において修得したものとみなす場合であって，当該単位の修得により本学大学院の

修士課程又は博士課程（博士後期課程を除く。）の教育課程の一部を履修したものと認

めるときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲

で本学大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし，この場合にお

いても，修士課程（博士前期課程を含む。）については，当該課程に少なくとも１年以

上在学するものとする。 

２ 前項に規定する在学期間の短縮は，修士課程を修了した者が博士課程に入学し，修士

課程における在学期間を博士課程での在学期間に含める場合については適用しない。 

（在学期間） 

第６条 本学大学院における在学期間は，第５条に規定する標準修業年限の２倍を超える

ことができない。 

（学年，学期及び休業日） 

第７条 本学大学院の学年，学期及び休業日は，長崎大学学則（平成１６年学則第１号。

以下「本学学則」という。）第７条から第９条までの規定を準用する。 

第２章 教育課程等 

（教育課程の編成方針） 

第７条の２ 各研究科（教育学研究科を除く。）は，当該研究科及び専攻の教育上の目的

を達成するために必要な授業科目を自ら開設するとともに学位論文の作成等に対する指

導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し，体系的に教育課程を編成するものと

する。 

２ 前項の教育課程の編成に当たっては，各研究科は，専攻分野に関する高度の専門的知

識及び能力を修得させるとともに，当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養す

るよう適切に配慮しなければならない。 

３ 教育学研究科は，その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目

を自ら開設し，体系的に教育課程を編成するものとする。 

（博士課程教育リーディングプログラム） 

第７条の３ 本学大学院に，専門分野の枠を超え俯瞰力と独創力を備え，広く産学官にわ

たりグローバルに活躍するリーダーを養成する教育を行う博士課程教育リーディングプ

ログラムを開設する。 

２ 前項の博士課程教育リーディングプログラムの名称並びに実施する研究科及び専攻は，

次の表のとおりとする。 

名称 研究科 専攻 

熱帯病・新興感染症制御グロー

バルリーダー育成プログラム 

医歯薬学総合研究科 新興感染症病態制御学系

専攻 
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３ 博士課程教育リーディングプログラムに関し，必要な事項は，別に定める。 

（卓越大学院プログラム） 

第７条の４ 本学大学院に，新たな知の創造と活用を主導し，次代を牽引する価値を創造

するとともに，社会的課題の解決に挑戦して，社会にイノベーションをもたらすことが

できる博士人材を育成する教育を行う博士課程の卓越大学院プログラムを開設する。 

２ 卓越大学院プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

（共同教育課程の編成） 

第７条の５ 研究科は，教育上の目的を達成するために必要があると認められる場合には，

第７条の２第１項の規定にかかわらず，他の大学院が開設する授業科目を，当該研究科

の教育課程の一部とみなして，当該研究科及び他の大学院ごとにそれぞれ同一内容の教

育課程を編成することができる。 

２ 前項に規定する教育課程（以下「共同教育課程」という。）を編成する研究科及び他

の大学院（以下「構成大学院」という。）は，当該共同教育課程を編成し，及び実施す

るための協議の場を設けるものとする。 

（教育方法） 

第８条 各研究科（教育学研究科を除く。）における教育は，授業科目の授業及び研究指

導により行う。 

２ 前項の授業については，本学学則第３２条の規定を準用する。 

３ 教育学研究科における教育は，授業科目の授業により行う。この場合において，教育

学研究科は，その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう専攻分野に応じ事例研究，

現地調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑応答その他の適切な方

法により授業を行うよう配慮しなければならない。 

４ 前項の授業については，十分な教育効果が得られる専攻分野に関して，当該効果が認

められる場合に限り，本学学則第３２条第２項の規定を準用することができる。 

第８条の２ 前条の授業は，教授，准教授，講師又は助教が担当する。 

２ 前条の研究指導は，教授が担当するものとする。ただし，特に必要があるときは，大

学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第９条に掲げる資格を有する准教授，専

任の講師又は助教が担当することができる。 

（単位の計算方法） 

第９条 本学大学院における単位の計算方法については，本学学則第３３条の規定を準用

する。 

（履修方法等） 

第１０条 各研究科における授業科目の内容及び単位数並びに研究指導の内容並びにこれ

らの履修方法については，各研究科において定めるものとする。 

（履修科目の選定） 

第１１条 履修する授業科目の選定は，指導教授の指示に従うものとする。 

（考査及び単位の授与） 

第１２条 学生が一の授業科目を履修した場合には，考査を行い，合格した者に対しては，

単位を与える。 

２ 考査は，試験，研究報告その他の方法により行うものとする。 

第１３条 授業科目の成績は，A，B，C及びDの評語をもって表し，A，B及びCを合格とし，

Dを不合格とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，研究科が教育上有益と認めるときは，研究科規程の定める

ところにより，授業科目の成績を異なる評語で表すことができる。 

３ 不合格の授業科目については，再試験を行うことがある。 

（教育方法の特例） 

第１４条 本学大学院の課程において，教育上特別の必要があると認める場合には，夜間

その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により，教

育を行うことができる。 

（成績評価基準等の明示等） 

第１４条の２ 各研究科は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年
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間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 各研究科は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては，客

観性及び厳格性を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，

当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第１４条の３ 各研究科は，当該研究科の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図る

ための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

（他の研究科等における履修等） 

第１５条 学長は，第１１条に規定する履修科目の選定に当たって指導教授が教育上必要

と認めるときは，所属研究科の教授会の議を経て，他の専攻又は研究科の授業科目を指

定して，履修させることができる。 

２ 前項に規定する他の研究科の授業科目の履修については，あらかじめ当該他研究科と

協議の上，実施するものとする。 

３ 前２項の規定により履修した授業科目の修得単位は，各研究科の定めるところにより，

第１８条，第１９条又は第２０条に規定する単位とすることができる。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第１５条の２ 学生が他の大学院の授業科目を履修することが教育上有益であると各研究

科において認めるときは，あらかじめ当該他の大学院と協議の上，学生が当該他の大学

院の授業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項の規定に基づき学生が履修した授業科目について修得した単位は，１５単位（教

育学研究科にあっては，修了要件として定める単位数の２分の１）を超えない範囲で本

学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 前２項の規定は，学生が，第１６条の規定により外国の大学院に留学する場合，休学

期間中に外国の大学院の授業科目を履修する場合，外国の大学院が行う通信教育におけ

る授業科目を我が国において履修する場合，外国の大学院の教育課程を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が

別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合及び

国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭

和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合総

会決議に基づき設立された国際連合大学（以下「国際連合大学」という。）の教育課程

における授業科目を履修する場合について準用する。ただし，教育学研究科にあっては，

外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合について

は，準用しない。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１５条の３ 学生が本学大学院に入学する前に次の各号の一に該当する単位を有する場

合において，教育上有益であると認めるときは，その単位を入学した後の本学大学院に

おける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

(1) 大学院（外国の大学院を含む。）において履修した授業科目について修得した単位 

(2) 大学院設置基準第１５条の規定により準用する大学設置基準（昭和３１年文部省令

第２８号）第３１条第１項に規定する科目等履修生として修得した単位 

２ 前項の規定により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，転入学

等の場合を除き，本学大学院において修得した単位以外のものについては，１５単位を

超えないものとする。この場合において，当該単位数は，前条により本学大学院におい

て修得したものとみなす単位数と合わせて２０単位を超えないものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず，教育学研究科にあっては，第１項の規定により修得したも

のとみなし，又は与えることのできる単位数は，転入学等の場合を除き，本学大学院に

おいて修得した単位以外のものについては，前条第２項及び第３項の規定により本学大

学院において修得したものとみなす単位数及び第２０条の２第２項の規定により免除す

る単位数と合わせて修了要件として定める単位数の２分の１を超えないものとする。 

（留学及び長期にわたる教育課程の履修） 

第１６条 本学大学院の学生の留学及び長期にわたる教育課程の履修については，本学学
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則第２４条及び第３９条の規定を準用する。この場合において，第３９条中「第４条に

規定する修業年限」とあるのは「標準修業年限」と，同条中「卒業」とあるのは「課程

を修了」と読み替えるものとする。 

（他の大学院等における研究指導） 

第１７条 学長は，所属研究科の教授会の議を経て教育上有益と認めるときは，他の大学

院又は研究所等とあらかじめ協議の上学生が，当該他大学院又は研究所等において必要

な研究指導を受けることを認めることができる。ただし，修士課程及び博士前期課程の

学生について認める場合には，当該研究指導を受ける期間は，１年を超えないものとす

る。 

２ 前項に規定する研究指導が外国において行われる場合は，これを留学として取り扱い，

その期間は第１８条，第１９条又は第２０条に規定する在学期間に算入する。 

（履修科目の登録の上限） 

第１７条の２ 教育学研究科は，学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，

学生が１年間又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定める

ものとする。 

（共同教育課程に係る単位の認定等） 

第１７条の３ 共同教育課程を編成する研究科は，学生が他の大学院において履修した当

該共同教育課程に係る授業科目について修得した単位を，当該研究科における共同教育

課程に係る授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。 

２ 共同教育課程を編成する研究科は，学生が他の大学院において受けた当該共同教育課

程に係る研究指導を，当該研究科において受けた共同教育課程に係るものとみなすもの

とする。 

第３章 課程の修了要件及び学位の授与 

（修士課程及び博士前期課程の修了要件） 

第１８条 多文化社会学研究科多文化社会学専攻の博士前期課程の修了要件は，当該課程

に２年以上在学し，３０単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，修士論

文の審査及び最終試験に合格することとする。 

２ 医歯薬学総合研究科保健学専攻及び災害・被ばく医療科学共同専攻の修士課程並びに

博士前期課程の修了の要件は，当該課程に２年（２年以外の標準修業年限を定める学生

の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限）以上在学し，研究科規程に定める単位

数以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，当該修士課程の目的に応じ，修士

論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することとする。

ただし，在学期間に関しては，優れた業績を上げた者については，１年以上在学すれば

足りるものとする。 

３ 第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻熱

帯医学コースの博士前期課程の修了の要件は，当該課程に１年以上在学し，３０単位以

上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，特定の課題についての研究の成果又は

修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

４ 第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻の

熱帯医学サテライトコース，国際健康開発コース，国際健康開発サテライトコース，ヘ

ルスイノベーションコース及びヘルスイノベーションサテライトコースの博士前期課程

の修了の要件は，当該課程に２年以上在学し，３０単位以上を修得し，かつ，必要な研

究指導を受けた上，特定の課題についての研究の成果又は修士論文の審査及び最終試験

に合格することとする。 

５ 共同教育課程である修士課程の修了要件は，第２項に定めるもののほか，それぞれの

構成大学院において当該共同教育課程に係る授業科目の履修により１０単位以上を修得

することとする。ただし，当該単位数には，第１５条から第１５条の３まで及び第１７

条の３の規定により修得した単位，修得したものとみなすことができる単位又はみなす

ものとする単位を含まないものとする。 

第１８条の２ 前条第２項の規定にかかわらず，第３条第２項に規定する博士課程の博士

前期課程の修了の要件は，当該博士課程の博士前期課程及び博士後期課程を通じて一貫
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した人材養成上の目的を有する研究科規程に定める学生の履修上の区分において，当該

目的を達成するために必要と認められる場合には，前条第２項に規定する修士論文又は

特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することに代えて，次に掲

げる試験及び審査に合格することとすることができる。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連する分野

の基礎的素養であって当該博士前期課程において修得し，又は涵養すべきものについ

ての試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該博士前期

課程において修得すべきものについての審査 

（博士後期課程の修了要件） 

第１９条 多文化社会学研究科多文化社会学専攻の博士後期課程の修了要件は，当該課程

に３年（専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令第１６号）第１８条第１項の

法科大学院の課程を修了した者にあっては，２年）以上在学し，１６単位を修得し，か

つ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

２ 博士後期課程（多文化社会学研究科多文化社会学専攻の博士後期課程を除く。）の修

了の要件は，当該課程に３年（専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令第１６

号）第１８条第１項の法科大学院の課程を修了した者にあっては，２年）以上在学し，

工学研究科生産システム工学専攻及び水産・環境科学総合研究科環境海洋資源学専攻に

あっては１５単位以上を，経済学研究科経営意思決定専攻，医歯薬学総合研究科生命薬

科学専攻及び熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻にあっては１６

単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に

合格することとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者につい

ては，１年以上在学すれば足りるものとする。 

３ 大学院設置基準第１６条ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した

者（第１８条第２項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程又は博士前期課程

を修了した者を含む。）については，前項ただし書中「１年」とあるのは「３年から当

該課程における在学期間（２年を限度とする。）を減じた期間とする。」と読み替えて，

同項ただし書の規定を適用する。 

４ 次の各号の一に該当する者については，第２項ただし書中「１年」とあるのは「３年

から当該１年以上２年未満の期間を減じた期間」と読み替えて，同項ただし書の規定を

適用する。 

(1) 大学院設置基準第３条第３項の規定により標準修業年限を１年以上２年未満とし

た修士課程（第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバル

ヘルス専攻熱帯医学コースの博士前期課程を含む。）を修了した者 

(2) 専門職大学院設置基準第２条第２項の規定により標準修業年限を１年以上２年未

満とした専門職学位課程（第５条第１項ただし書の規定により標準修業年限を１年以

上２年未満とした教育学研究科教職実践専攻の専門職学位課程を含む。）を修了した

者 

（博士課程の修了要件） 

第２０条 工学研究科グリーンシステム創成科学専攻及び水産・環境科学総合研究科海洋

フィールド生命科学専攻の博士課程の修了の要件は，当該課程に５年以上在学し，４５

単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に

合格するものとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者につい

ては，３年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染症病態制御学系専攻，放射線医療科学専

攻及び先進予防医学共同専攻の博士課程の修了の要件は，当該課程に４年以上在学し，

研究科規程に定める単位数以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文

の審査及び最終試験に合格するものとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究

業績を上げた者については，３年以上在学すれば足りるものとする。 

３ 共同教育課程である博士課程の修了の要件は，前項に定めるもののほか，それぞれの

構成大学院において当該共同教育課程に係る授業科目の履修により１０単位以上を修得
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するものとする。ただし，当該単位数には，第１５条から第１５条の３まで及び第１７

条の３の規定により修得した単位，修得したものとみなすことができる単位又はみなす

ものとする単位を含まないものとする。 

（教職大学院の課程の修了要件） 

第２０条の２ 教職大学院の課程の修了の要件は，当該課程に２年（２年以外の標準修業

年限を定める学生の履修上の区分にあっては，当該標準修業年限）以上在学し，４５単

位以上（高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る実践的な能力を培うこ

とを目的として幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校（以

下「小学校等」という。）その他の関係機関で行う実習に係る１０単位以上を含む。）

を修得することとする。ただし，研究科において必要と認めるときは，在学期間及び修

了要件単位に加え，修了の要件を課すことができる。 

２ 学長は，教育学研究科教授会の議を経て教育上有益であると認めるときは，教職大学

院の課程に入学する前の小学校等の教員としての実務の経験を有する者について，１０

単位を超えない範囲で，前項に規定する実習により修得する単位の全部又は一部を免除

することができる。 

（教職大学院の課程における在学期間の短縮） 

第２０条の３ 学長は，教育学研究科教授会の議を経て第１５条の３第１項の規定により

本学大学院に入学する前に修得した単位（学校教育法第１０２条第１項の規定により入

学資格を有した後，修得したものに限る。）を教職大学院の課程において修得したもの

とみなす場合であって当該単位の修得により本学大学院の教育課程の一部を履修したと

認めるときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して当該課程の標準修

業年限の２分の１を超えない範囲で本学大学院が定める期間在学したものとみなすこと

ができる。ただし，この場合においても，当該教職大学院の課程に少なくとも１年以上

在学するものとする。 

（学位の授与） 

第２１条 修士課程，博士課程又は専門職学位課程の修了要件を満たした者には，所属研

究科教授会の議を経て，学長（医歯薬学総合研究科の災害・被ばく医療科学共同専攻及

び先進予防医学共同専攻にあっては，各共同専攻の教育課程を構成する大学の長）が課

程の修了を認定し，修士若しくは博士の学位又は専門職学位を授与する。 

２ 前項に定めるもののほか，博士課程（医歯薬学総合研究科の博士課程を除く。）にお

いて，第１８条第２項から第４項まで又は第１８条の２に規定する修士課程の修了要件

を満たした者には，所属研究科教授会の議を経て，学長が修士の学位を授与することが

できる。 

第２２条 前条の学位の授与に関し必要な事項については，長崎大学学位規則（平成１６

年規則第１１号。以下「学位規則」という。）の定めるところによる。 

第４章 入学，転学，休学，退学，再入学等 

（入学の時期） 

第２３条 学生の入学の時期は，学年の始めとする。ただし，後期の始めに入学させるこ

とができる。 

（修士課程，博士前期課程及び専門職学位課程の入学資格） 

第２４条 修士課程，博士前期課程（第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘル

ス研究科グローバルヘルス専攻熱帯医学コース及び熱帯医学サテライトコースを除く。）

及び専門職学位課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教
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育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ず

るものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が３年

以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程

を修了することを含む。）により，学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号） 

(9) 学校教育法第１０２条第２項の規定により他の大学院に入学した者であって，各研

究科において，本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたも

の 

(10) 各研究科において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で，２２歳に達したもの 

２ 第５条第４項に規定する熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘルス専攻熱

帯医学コース及び熱帯医学サテライトコースに入学することのできる者は，前項各号の

いずれかに該当し，かつ，医師の免許（外国における医師の免許を含む。）取得後２年

以上の臨床経験を有する者又はこれに相当する能力を有すると研究科が認めた者とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず，文部科学大臣の定めるところにより，大学に文部科学大

臣の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含

む。）であって，各研究科において，当該研究科の定める単位を優秀な成績で修得した

と認めるものを，本学大学院に入学させることができる。 

（博士後期課程の入学資格） 

第２５条 博士後期課程に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者

とする。  

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者  

(5) 国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 外国の学校，第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し，

大学院設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し，修士

の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

(7) 文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第１１８号） 

(8) 各研究科において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有す

る者と同等以上の学力があると認めた者で，２４歳に達したもの 

（博士課程の入学資格） 

第２６条 工学研究科及び水産・環境科学総合研究科の博士課程に入学することのできる

者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 
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(5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ず

るものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が３年

以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程

を修了することを含む。）により，学士の学位に相当する学位を授与された者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者 

(8) 文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号） 

(9) 学校教育法第１０２条第２項の規定により他の大学院に入学した者であって，各研

究科において，本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたも

の 

(10) 各研究科において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で，２２歳に達したもの 

２ 医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染症病態制御学系専攻，放射線医療科学専

攻及び先進予防医学共同専攻の博士課程に入学することのできる者は，次の各号のいず

れかに該当する者とする。 

(1) 大学（医学，歯学，修業年限６年の薬学又は獣医学を履修する課程に限る。）を卒

業した者 

(2) 外国において，学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学，歯学，薬学又

は獣医学）を修了した者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ

り当該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程は医学，歯学，薬学又は獣

医学）を修了した者 

(4) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

８年の課程（最終の課程は医学，歯学，薬学又は獣医学）を修了したとされるものに

限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施

設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(5) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当

該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ず

るものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が５年

以上である課程（医学，歯学，薬学又は獣医学を履修する課程に限る。）を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）

により，学士の学位に相当する学位を授与された者 

(6) 文部科学大臣の指定した者（昭和３０年文部省告示第３９号） 

(7) 学校教育法第１０２条第２項の規定により他の大学院に入学した者であって，研究

科において，本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(8) 研究科において，個別の入学資格審査により，第１号に規定する大学を卒業した者

と同等以上の学力があると認めた者で，２４歳に達したもの 

３ 前２項の規定にかかわらず，文部科学大臣の定めるところにより，大学に文部科学大

臣の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含

む。）であって，各研究科において，当該研究科の定める単位を優秀な成績で修得した

と認めるものを，本学大学院に入学させることができる。 
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（入学志願の手続） 

第２７条 入学志願者は，所定の手続により願い出なければならない。 

（選抜試験） 

第２８条 入学志願者に対しては，長崎大学入学者選抜規則（平成１６年規則第１６号）

の定めるところにより，選抜試験を行う。 

（合格者の決定） 

第２９条 前条の選抜による合格者の決定は，各研究科教授会の議を経て，学長が行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第３０条 第２８条に規定する入学者選抜の結果に基づき，合格の通知を受けた者の入学

の手続及び入学の許可については，本学学則第１８条及び第１９条の規定を準用する。 

（転入学等） 

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者が，転入学又は転科を願い出たときは，学期

の始めに限り，選考の上，許可することがある。 

(1) 他の大学院に在学する者又は修了し，若しくは退学した者で転入学を志望するもの 

(2) 他の研究科に在学する者又は修了し，若しくは退学した者で転科を志望するもの 

(3) 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程に在学する者又は当該課程を修了し，若しくは退学した者（第２４条から第２６

条に規定する入学資格を有する者に限る。）で転入学を志望するもの 

(4) 国際連合大学の課程に在学する者又は当該課程を修了し，若しくは退学した者で転

入学を志望するもの 

２ 前項により転入学又は転科を許可された者の既に履修した授業科目及び修得した単位

並びに在学年数の認定は，所属研究科の教授会の議を経て，学長が決定する。 

３ 前２項の規定は，専攻を変更する場合に準用する。 

第３２条 前条第１項による転入学願又は転科願は，所属の学長又は研究科長の紹介状を

添えて，志願する研究科長に提出するものとする。 

第３３条 本学大学院の学生が，他の大学院に転学しようとするときは，指導教授を経て，

研究科長に転学願を提出するものとする。 

２ 学長は，所属研究科の教授会の議を経て転学の事由が適当であると認めたときは，そ

の転学を許可することができる。 

３ 前２項の規定は，他の研究科に転科を志望する場合にこれを準用する。 

（休学及び復学） 

第３４条 休学及び復学に関しては，本学学則第２１条から第２３条までの規定を準用す

る。 

２ 休学期間は，通算して，標準修業年限を超えることができない。 

（退学） 

第３５条 退学に関しては，本学学則第２５条の規定を準用する。 

（再入学） 

第３６条 再入学に関しては，本学学則第２７条の規定を準用する。ただし，修士課程，

博士前期課程及び専門職学位課程の退学者にあっては２年以内に，博士後期課程の退学

者にあっては３年以内に，工学研究科グリーンシステム創成科学専攻及び水産・環境科

学総合研究科海洋フィールド生命科学専攻の博士課程の退学者にあっては５年以内に，

医歯薬学総合研究科医療科学専攻，新興感染症病態制御学系専攻，放射線医療科学専攻

及び先進予防医学共同専攻の博士課程の退学者にあっては４年以内に，再入学を願い出

た場合に限る。 

（進学） 

第３７条 本学の大学院修士課程，博士前期課程及び専門職学位課程を修了し，引き続き

博士課程（多文化社会学研究科多文化社会学専攻，経済学研究科経営意思決定専攻，工

学研究科生産システム工学専攻，水産・環境科学総合研究科環境海洋資源学専攻，医歯

薬学総合研究科生命薬科学専攻及び熱帯医学・グローバルヘルス研究科グローバルヘル

ス専攻にあっては，博士後期課程）に進学を志願する者については，各研究科規程の定
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めるところにより，選考の上，進学を許可する。 

第５章 除籍，表彰及び懲戒 

（除籍，表彰及び懲戒） 

第３８条 除籍，表彰及び懲戒に関しては，本学学則第２８条，第４９条及び第５０条の

規定を準用する。 

第６章 検定料，入学料及び授業料 

（検定料等の額及びその徴収方法等） 

第３９条 検定料，入学料及び授業料の額並びに徴収方法等は，長崎大学授業料，入学料，

検定料及び寄宿料徴収規程（平成１６年規程第９２号）の定めるところによる。 

（料金の返還） 

第４０条 既納の料金は，返還しない。ただし，次の各号の一に該当する場合は，当該料

金の相当額（第２号の場合にあっては後期分の授業料相当額を，第３号の場合にあって

は退学した翌月以降の授業料相当額を，第４号の場合にあっては免除された学期分の授

業料相当額をいう。）を返還するものとする。 

(1) 入学を許可されるときに前期分又は前期分及び後期分の授業料を納入した者が，入

学年度の前年度の３月３１日までに入学を辞退し，授業料の返還を申し出たとき。 

(2) 前期分の授業料納入の際に後期分の授業料を併せて納入した者が，後期分の授業料

の納入時期前に休学又は退学したとき。 

(3) 授業料を納入した研究生が，在学期間の中途で退学し，授業料の返還を申し出たと

き。 

(4) 前期分又は後期分の授業料を納入した者が，長崎大学卓越した学生に対する授業料

免除に関する規程（平成３０年規程第１号）により当該期分の授業料免除を許可され

たとき。 

第４１条 入学料の免除及び徴収猶予，授業料の納期並びに授業料の免除及び徴収猶予並

びに休学，退学，転学等に係る授業料については，本学学則第５３条から第５８条まで

の規定を準用する。 

第７章 科目等履修生，研究生，特別聴講学生，特別研究学生，特別の課程及び外

国人留学生 

（科目等履修生） 

第４２条 本学大学院の学生以外の者で，本学大学院が開設する授業科目のうち一又は複

数の授業科目について履修を希望するものがあるときは，選考の上，科目等履修生とし

て入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関する規則は，別に定める。 

（研究生） 

第４３条 本学大学院において特殊の事項について研究を希望する者があるときは，選考

の上，研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関する規則は，別に定める。 

（特別聴講学生） 

第４４条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で，本学大学院の特定の授業科目

を履修することを希望するものがあるときは，当該他大学院との協議に基づき，特別聴

講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

３ 特別聴講学生に係る授業料については，科目等履修生と同様とする。 

４ 前項の規定にかかわらず，特別聴講学生が学術交流協定等において授業料を徴収しな

いこととしている外国の大学院の学生又は大学間相互単位互換協定において授業料を徴

収しないこととしている大学院の学生であるときは，授業料を徴収しない。 

５ 既納の授業料は，返還しない。 

６ 実験，実習に要する実費は，必要に応じ特別聴講学生の負担とする。 

（特別研究学生） 

第４５条 他の大学院（外国の大学院を含む。）の学生で，本学大学院又は研究所等にお

いて研究指導を受けようとするものがあるときは，当該他大学院との協議に基づき，特
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別研究学生として入学を許可することがある。 

２ 特別研究学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

３ 特別研究学生に係る授業料については，研究生と同様とする。 

４ 前項の規定にかかわらず，特別研究学生が学術交流協定等において授業料を徴収しな

いこととしている外国の大学院の学生又は特別研究学生交流協定等において授業料を徴

収しないこととしている大学院の学生であるときは，授業料を徴収しない。 

５ 既納の授業料は，返還しない。 

６ 実験，実習に要する実費は，必要に応じ特別研究学生の負担とする。 

（特別の課程） 

第４５条の２ 学長は，本学大学院の学生以外の者を対象とした特別の課程を編成し，こ

れを修了した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付することができる。 

２ 本学大学院の学生が前項に規定する特別の課程を履修することが教育上有益であると

認めるときは，当該課程を履修させることができる。 

（外国人留学生） 

第４６条 外国人留学生として本学大学院に入学を志願する者があるときは，選考の上，

入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関する規則は，別に定める。 

第８章 教員の免許状授与の所要資格の取得 

（教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第４７条 各研究科の専攻において，教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及び

教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める所要の単位を取得し

た者は，教員の免許状授与の所要資格を取得することができる。 

２ 前項の規定により所要資格を取得できる教員の免許状の種類は，別表第２のとおりと

する。 

第９章 国際連携専攻 

（国際連携専攻の設置） 

第４８条 研究科は，教育上の目的を達成するために必要があると認められる場合には，

外国の大学院と連携して教育研究を実施するための専攻（以下「国際連携専攻」という。）

を置くことができる。 

（教育課程の編成） 

第４９条 国際連携専攻を置く研究科は，第７条の２第１項の規定にかかわらず，国際連

携専攻において連携して教育研究を実施する一以上の外国の大学院（以下「連携外国大

学院」という。）が開設する授業科目を当該研究科の教育課程の一部とみなして，当該

連携外国大学院と連携した教育課程を編成することができる。 

２ 国際連携専攻は，前項に規定する教育課程を編成し，及び実施するため，連携外国大

学院との協議の場を設けるものとする。 

３ 国際連携専攻における教育は，授業科目の授業又は研究指導により行う。 

４ 単位の計算方法，履修方法及び履修科目の選定については，第９条から第１１条まで

の規定にかかわらず，連携外国大学院と協議の上，別に定める。 

（課程の修了要件） 

第５０条 国際連携専攻である博士後期課程の修了要件は，当該課程に３年以上在学し，

所定の単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終

試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者

については，１年以上在学すれば足りるものとする。 

（学位の授与） 

第５１条 学位の授与については，この学則及び学位規則に定めるもののほか，連携外国

大学院と協議の上，別に定める。 

（入学，進学等） 

第５２条 国際連携専攻の入学時期は，第２３条を準用する。 

第５３条 国際連携専攻の入学資格は，第２４条及び第２５条に定めるもののほか，連携

外国大学院と協議の上，別に定める。 
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第５４条 国際連携専攻の入学志願の手続，選抜試験，合格者の決定，入学手続及び入学

の許可については，第２７条から第３０条までの規定にかかわらず，連携外国大学院と

協議の上，別に定める。 

第５５条 本学の大学院修士課程，博士前期課程及び専門職学位課程を修了し，引き続き

博士課程国際連携専攻（熱帯医学・グローバルヘルス研究科長崎大学－ロンドン大学衛

生・熱帯医学大学院国際連携グローバルヘルス専攻にあっては，博士後期課程）に進学

を志願する者については，連携外国大学院と協議し，選考の上，進学を許可する。 

（除籍，表彰及び懲戒） 

第５６条 国際連携専攻の学生の除籍，表彰及び懲戒については，第３８条の規定による

もののほか，連携外国大学院と協議の上，別に定める。 

（検定料，入学料及び授業料） 

第５７条 国際連携の検定料，入学料及び授業料については，第３９条から第４１条まで

に定めるもののほか，連携外国大学院と協議の上，別に定める。 

（協議等） 

第５８条 国際連携専攻に係る次に掲げる事項については，この学則に定めるもののほか，

連携外国大学院と協議の上，別に定める。 

(1) 教育組織の編成に関する事項 

(2) 学生の在籍の管理及び安全に関する事項 

(3) 学生の奨学及び厚生補導に関する事項 

(4) 教育研究活動等の状況の評価に関する事項 

(5) その他国際連携専攻に関する事項 

第１０章 雑則 

（補則） 

第５９条 この学則に定めるもののほか，研究科に関し必要な事項は，研究科長が学長の

承認を得て，定めることができる。 

第６０条 この学則に定めるもののほか，本学大学院の学生に関し必要な事項は，本学学

則を準用する。 

第６１条 本学学則をこの学則に準用する場合は，「学部」を「研究科」，「学部長」を

「研究科長」と，それぞれ読み替えるものとする。 

   附 則（令和３年３月２６日学則第２号） 

この学則は，令和３年４月１日から施行する。 

 

別表第１（抜粋） 

研究科 専攻 修士課程及び博

士前期課程 

博士課程及び博

士後期課程 

専門職学位課程 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容定

員 

入学定

員 

収容

定員 

教育学研究

科 

教職実践専攻         ２８ ５６ 

小計       ２８ ５６ 

 

別表第２（抜粋） 

研究科 専攻 教員の免許状の種類（免許教科・領域） 

教育学研究

科 

教職実践専攻 幼稚園教諭専修免

許状 

  

小学校教諭専修免

許状 
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中学校教諭専修免

許状 

（国語，社会，数学，理科，音

楽，美術，保健体育，技術，家

庭，英語） 

高等学校教諭専修

免許状 

（国語，地理歴史，公民，数学，

理科，音楽，美術，書道，保健

体育，家庭，情報，工業，英語） 

特別支援学校教諭

専修免許状 

（知的障害者，肢体不自由者，

病弱者） 

 

－ －63



 

Ⅴ．長崎大学大学院教育学研究科規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は，長崎大学大学院学則（平成１６年学則第２号。以下「学則」という。）

及び長崎大学学位規則（平成１６年規則第１１号。以下「学位規則」という。）に定める

もののほか，長崎大学大学院教育学研究科（以下「研究科」という。）に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（研究科の目的） 

第２条 研究科は，精深な専門的知識・技能を授けることにより，創造性豊かな研究能力

及び高度な教育実践力を有する人材を養成し，併せて現職教員（幼稚園，小学校，中学

校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校（以下「小学校等」という。）の教員をい

う。以下同じ。）の再教育に努め，教員の資質の向上及び学校教育の振興に資することを

目的とする。 

（専攻，課程，コース及び教育上の目的） 

第３条 研究科に置く専攻，課程及びコースは，次のとおりとする。 

専攻 課程 コース 

教職実践専攻 専門職学位課程 子ども理解・特別支援教育実践コース，学級経営・
授業実践開発コース，教科授業実践コース，管理
職養成コース 

２ 教職実践専攻は，専門職学位課程のうち専ら教員養成のための教育を行うことを目的

とする教職大学院の課程とする。 

３ 教職実践専攻は，小学校等の教育における高度な実践能力及び優れた資質を有する教

員を養成することを教育上の目的とする。 

（標準修業年限） 

第３条の２ 教職実践専攻の専門職学位課程の標準修業年限は，２年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，現職教員として１０年以上の実務の経験を有する者のうち

所定の基準を満たしたものの標準修業年限は，学則第５条第１項及び第２項の規定によ

り，１年とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず，現に教育職員普通免許状（一種）を有しない者が同免許

状（一種）及び同免許状（専修）の取得のための所要資格を得ることを目的として入学

した場合の標準修業年限は，学則第５条第１項の規定により，３年とする。 

４ 標準修業年限の決定に関し必要な事項は，別に定める。 

 （教育方法） 

第４条 研究科の教育は，その目的を達成し得る実践的な教育を行えるよう専攻分野に応

じ，事例研究，現地調査，質疑応答その他の適切な方法を用いる授業により行う。 

２ 教授会は，授業科目の履修の指導を行うため，学生ごとに指導教員を定める。 

 （１単位当たりの授業時間） 

第４条の２ 研究科における１単位当たりの授業時間は，次の基準によるものとする。 

(1) 講義及び演習については１５時間又は３０時間 
(2) 実習（教育実習科目を除く。）及び実技については３０時間。ただし，芸術分野に

おける個人指導による実技については１５時間 
(3) 実験及び教育実習科目については４５時間 
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（授業科目，単位数，履修方法等） 

第５条 研究科における授業科目及び単位数は，別表第１のとおりとする。 

２ 学生は，別表第１の授業科目について，別表第２の履修方法により，４７単位以上を

修得しなければならない。 

３ 前項の学生のうち，第３条の２第２項に該当する学生については，学則第２０条の２

第２項の規定により，実習により修得する単位のうち，６単位を免除する。 

４ 学生は，履修する授業科目の選定に当たっては，指導教員の指導を受けなければなら

ない。 

第５条の２ 第３条の２第３項に該当する学生は，教育学部学校教育教員養成課程におい

て開設する授業科目及び教養教育科目のうち，教育職員普通免許状（一種）授与の所要

資格を得るための授業科目を履修することができる。 

２ 前項により授業科目を履修し，当該授業科目の考査に合格した者には，所定の単位を

与える。ただし，修得した単位は，第１２条に規定する修了要件の単位数には含めない。 

（履修科目の登録） 

第６条 学生は，履修しようとする授業科目を指定の期日までに登録しなければならない。 

 （履修科目の登録の上限） 
第６条の２ 学生が履修科目として登録することのできる単位数の上限（以下「上限単位

数」という。）は，１学年当たり４０単位とし，１学期当たり２５単位とする。ただし，

集中講義等により開講される授業科目については，上限単位数に算入しない。 
 （履修科目の登録の上限の特例） 
第６条の３ 学生が前期において履修を登録したすべての授業科目の単位について，次の

計算方式によるグレード・ポイント・アベレージ（以下「ＧＰＡ」という。）が２．８

以上であり，かつ，所属コースにおいて教育上必要があると認めるときは，教務委員会

の議を経て，後期において前条に規定する上限単位数を超えて履修科目を登録すること

ができる。この場合における上限単位数は，１学年当たり５０単位とする。 
  ＧＰＡ＝（評価ＡＡの単位数×４＋評価Ａの単位数×３＋評価Ｂの単位数×２＋評価

Ｃの単位数×１＋評価Ｄ（失格，欠席等を含む。）の単位数×０）／履修登録

単位総数 
（単位の授与） 

第７条 授業科目を履修した学生に対しては，試験又は研究報告等による考査を行う。 

２ 成績評価の基準及び評語については，次のとおりとする。 

判定 成績評価 評語 成績評価基準 

合格 １００～９０点 ＡＡ Ａ以上に優れている 

８９～８０点 Ａ 授業科目の到達目標以上に高度な内容を身に

付けており，授業で身に付けるべき内容を十分

に習得している 

７９～７０点 Ｂ Ｃ以上に優れているがＡに満たない場合 

６９～６０点 Ｃ 授業科目の到達目標を満たしており，授業で身

に付けるべき最低限の内容を習得している 

不合格 ５９点以下 Ｄ 授業科目の到達目標を満たしていない 

３ 考査に合格した授業科目については，所定の単位を与える。 

４ 学生は，成績評価の結果に疑義があるときは，所定の方法により申立てを行うことが

できる。 
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（追試験及び再試験） 

第８条 忌引，病気，交通機関の事故等やむを得ない理由のため，試験を受けることがで

きなかった学生が，証明書を添え追試験願を提出した場合は，追試験を実施する。 

２ 不合格となった授業科目については，再試験を実施することがある。 

（現職教員及び外国人留学生の特別選抜試験） 

第９条 現職教員で入学を志願する者又は外国人留学生として入学を志願する者があると

きは，学則第２４条に規定する入学資格を有すると認められる者に限り，特別の入学考

査（以下「特別選抜試験」という。）を行い，選考することができる。 

２ 前項の特別選抜試験については，教授会が別に定める。 

（教育方法の特例） 

第１０条 現職教員その他特別の必要があると認められる学生については，夜間その他特

定の時間又は時期において授業を行う等の適当な方法により教育を行う。 

 （長期履修） 

第１０条の２ 学則第１６条の規定により，学生が修業年限を超えて一定期間にわたり計

画的に履修すること（以下「長期履修」という。）を希望する場合は，これを認めるこ

とがある。 

２ 長期履修に関し必要な事項は，別に定める。 
（最終試験） 

第１１条 最終試験は，第５条第２項に規定する履修すべき授業科目の単位を修得し，か

つ，標準修業年限の最終年次において作成する実践研究報告書（以下，「最終レポート」

という。）を提出した者について行う。 

（課程修了の要件） 
第１２条 課程修了の要件は，当該課程に２年（２年以外の標準修業年限を定める学生の

履修上の区分にあっては，当該標準修業年限）以上在学し，４７単位以上（第５条第３

項の規定により修得を免除された場合にあっては，当該免除された単位数を含む。）を

修得し，かつ，最終レポートの審査及び最終試験に合格すること及び教育職員普通免許

状（専修）の取得に必要な所定の単位数を修得することとする。 
（特別聴講学生及び特別研究学生） 

第１３条 学則第４４条及び第４５条に定める特別聴講学生及び特別研究学生の入学の時

期は，学期の始めとする。ただし，特別研究学生については，他大学院との協議により

これと異なる時期に合意した場合は，この限りでない。 

２ 特別聴講学生及び特別研究学生に関し必要な事項は，教授会が別に定める。 

（補則） 

第１４条 この規程の実施に関して必要な事項は，別に定める。 

附 則 

１ この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

２ 令和２年３月３１日現在本研究科に在学している者については，改正後の長崎大学大

学院教育学研究科規程の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

 

別表第１ 略（Ⅱ 教職実践専攻の授業科目，単位数を参照。） 

別表第２ 略（Ⅰ 教育学研究科履修案内 ５．履修基準と履修方法，修了認定及び学位 

（1）履修基準，（２）履修方法を参照。） 
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ⅥⅥ．長崎大学大学院教育学研究科専門職学位課程学位審査手続要領 

 

 

（趣旨） 

第１条 長崎大学大学院教育学研究科（以下「本研究科」という。）における専門職学位課程の学位

審査手続については，長崎大学学位規則（平成１６年規則第１１号。以下「学位規則」という。）

及び長崎大学大学院教育学研究科規程（平成１６年教育学研究科規程第１号。以下「研究科規程」

という。）に定めるもののほか，この要領の定めるところによる。 

（最終レポート提出の資格） 

第２条 学位規則第５条の２の規定による専門職学位課程修了の認定のために実践研究報告書（以下

「最終レポート」という。）の審査を受けようとする者（以下「専門職学位課程修了予定者」という。）

は，研究科規程第５条第２項に規定する単位を修得した者又はその修得が確実に見込まれる者でな

ければならない。 

（最終レポート提出の時期） 

第３条 最終レポートは，履修上の区分により定められた標準修業年限の最終学年の次に掲げる期間

（土曜日，日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以

下「休日等」という。）を除く。）に提出しなければならない。 

 (1) ３月修了予定者（過年度学生を含む。以下同じ。） １月１４日～１月２０日 

 (2) ９月修了予定者（過年度学生に限る。以下同じ。） ７月４日～７月１０日 

（最終レポート提出の手続） 

第４条 専門職学位課程修了予定者は，最終レポートを，指導教員を経て研究科長に提出しなければ

ならない。この場合において，最終レポートは，指導教員を含む審査委員の人数分を提出するもの

とする。 

（審査委員の選出） 

第５条 指導教員は，審査委員候補者を複数人選出し，次に掲げる期日（休日等を除く。）までに研

究科長に推薦しなければならない。 

 (1) ３月修了予定者分 １２月２０日 

 (2) ９月修了予定者分 ６月１０日 

２ 研究科長は，審査委員候補者の推薦があったときは，教授会に審査委員の選出を付議し，教授会

は，第１項の推薦に基づき，教授会構成員の中から指導教員を含む審査委員を複数人選出する。 

（判定等の付託） 

第６条 研究科長は，第４条の規定により最終レポートの提出があったときは，第５条において選出

された審査委員からなる審査委員会に次に掲げる事項を付託するものとする。 

 (1) 最終レポートの審査 

 (2) 最終試験の実施・判定 

（最終レポートの審査及び最終試験） 

第７条 審査委員会は，前条の規定により付託された事項について，次に掲げる期日（休日等を除く。）

までに実施する。この場合において，最終試験は，最終レポート及びこれに関連のある科目につい

て，口頭又は筆答により行う。 

 (1) ３月修了予定者分 ２月末日 

 (2) ９月修了予定者分 ８月末日 
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２ 審査委員会は，最終レポートの審査及び最終試験の判定結果を実践研究報告書の要旨及び最終試

験の結果報告書（別記様式）により，教授会に報告しなければならない。 

（教育実践研究発表会） 

第８条 専門職学位課程修了予定者は，本研究科が開催する教育実践研究発表会において最終レポー

トの内容について発表を行う。 

２ 教育実践研究発表会の開催日は，教授会において定める。 

（課程修了の可否） 

第９条 教授会は，第７条第２項の規定による報告に基づき，課程修了の可否を審議する。 

（学位授与の期日） 

第１０条 課程修了の認定を受けた者に対する学位授与の期日は，学期末とする。 

（最終レポートの保管） 

第１１条 審査済みの最終レポートは，担当審査委員において保管するものとする。 

附 則 

この要領は，平成２６年５月２２日から施行する。 
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別記様式 
  実践研究報告書の要旨及び最終試験の結果報告書 

 

学生番号  氏 名  

審 査 委 員 

 
◎氏名                印 

 
 氏名                印 

 
 氏名                印 

 
 
 
・実践研究報告書の要旨 

 
                                       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・最終試験の結果 
 
 
 

（注） 
１ ◎印の審査委員を代表者とする。 
２ 審査委員欄は，審査委員数に応じて，適宜枠を拡張して記入すること。 
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資料１ 

 

○ 教育職員免許法（抜粋） 

 

○ 教育職員免許法施行規則（抜粋） 

 

 

 





教教 育育 職職 員員 免免 許許 法法（（抜抜粋粋））  

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、教育職員の免許に関する基準を定め、教育職員の資質の保持と向上を図ることを目的

とする。 

（授与） 

第五条 普通免許状は、別表第一、別表第二若しくは別表第二の二に定める基礎資格を有し、かつ、大学若

しくは文部科学大臣の指定する養護教諭養成機関において別表第一、別表第二若しくは別表第二の二に定

める単位を修得した者又はその免許状を授与するため行う教育職員検定に合格した者に授与する。（以下省

略） 

別表第一（第五条、第五条の二関係） 

第一欄 第二欄 第三欄 

所要資格 

 

 

免許状の種類 

基礎資格 大学において修得することを必

要とする最低単位数 

教科及び教職

に関する科目 

特別支援教育

に関する科目 

幼稚園教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 七五  

一種免許状 学士の学位を有すること。 五一  

二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 三一  

小学校教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 八三  

一種免許状 学士の学位を有すること。 五九  

二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 三七  

中学校教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 八三  

一種免許状 学士の学位を有すること。 五九  

二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 三五  

高等学校教諭 専修免許状 修士の学位を有すること。 八三  

一種免許状 学士の学位を有すること。 五九  

特別支援学校 

教諭 

専修免許状 修士の学位を有すること及び小学

校、中学校、高等学校又は幼稚園の

教諭の普通免許状を有すること。 

 五〇 

一種免許状 学士の学位を有すること及び小学

校、中学校、高等学校又は幼稚園の

教諭の普通免許状を有すること。 

 二六 

二種免許状 小学校、中学校、高等学校又は幼稚

園の教諭の普通免許状を有するこ

と。 

 一六 

備考 

一 この表における単位の修得方法については、文部科学省令で定める（別表第二から別表第八までの

場合においても同様とする。）。 

一の二 文部科学大臣は、前号の文部科学省令を定めるに当たっては、単位の修得方法が教育職員とし

て必要な知識及び技能を体系的かつ効果的に修得させるものとなるよう配慮するとともに、あらかじ
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め、第十六条の三第四項の政令で定める審議会等の意見を聴かなければならない（別表第二から別表

第八までの場合においても同様とする。）。 

二 第二欄の「修士の学位を有すること」には、大学（短期大学を除く。第六号及び第七号において同

じ。）の専攻科又は文部科学大臣の指定するこれに相当する課程に一年以上在学し、三十単位以上修得

した場合を含むものとする（別表第二及び別表第二の二の場合においても同様とする。）。 

二の二 第二欄の「学士の学位を有すること」には、文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると

認めた場合を含むものとする（別表第二の場合においても同様とする。）。 

二の三 第二欄の「短期大学士の学位を有すること」には、文部科学大臣の指定する教員養成機関を卒

業した場合又は文部科学大臣が短期大学士の学位を有することと同等以上の資格を有すると認めた場

合を含むものとする（別表第二の二の場合においても同様とする。）。 

三 高等学校教諭以外の教諭の二種免許状の授与の所要資格に関しては、第三欄の「大学」には、文部

科学大臣の指定する教員養成機関を含むものとする。 

四 この表の規定により幼稚園、小学校、中学校若しくは高等学校の教諭の専修免許状若しくは一種免

許状又は幼稚園、小学校若しくは中学校の教諭の二種免許状の授与を受けようとする者については、

特に必要なものとして文部科学省令で定める科目の単位を大学又は文部科学大臣の指定する教員養成

機関において修得していることを要するものとする（別表第二及び別表第二の二の場合においても同

様とする。）。 

五 第三欄に定める科目の単位は、次のいずれかに該当するものでなければならない（別表第二及び別

表第二の二の場合においても同様とする。）。 

イ 文部科学大臣が第十六条の三第四項の政令で定める審議会等に諮問して免許状の授与の所要資格

を得させるために適当と認める課程（以下「認定課程」という。）において修得したもの 

ロ 免許状の授与を受けようとする者が認定課程以外の大学の課程又は文部科学大臣が大学の課程に

相当するものとして指定する課程において修得したもので、文部科学省令で定めるところにより当

該者の在学する認定課程を有する大学が免許状の授与の所要資格を得させるための教科及び教職に

関する科目として適当であると認めるもの 

六 前号の認定課程には、第三欄に定める科目の単位のうち、教科及び教職に関する科目（教員の職務

の遂行に必要な基礎的な知識技能を修得させるためのものとして文部科学省令で定めるものに限る。）

又は特別支援教育に関する科目の単位を修得させるために大学が設置する修業年限を一年とする課程

を含むものとする。 

七 専修免許状に係る第三欄に定める科目の単位数のうち、その単位数からそれぞれの一種免許状に係

る同欄に定める科目の単位数を差し引いた単位数については、大学院の課程又は大学の専攻科の課程

において修得するものとする（別表第二の二の場合においても同様とする。）。 

八 一種免許状（高等学校教諭の一種免許状を除く。）に係る第三欄に定める科目の単位数は、短期大学

の課程及び短期大学の専攻科で文部科学大臣が指定するものの課程において修得することができる。

この場合において、その単位数からそれぞれの二種免許状に係る同欄に定める科目の単位数を差し引

いた単位数については、短期大学の専攻科の課程において修得するものとする。 
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教教 育育 職職 員員 免免 許許 法法 施施 行行 規規 則則（（抜抜粋粋））  

第一条 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号。以下「免許法」という。）別表第一から別表第八

までにおける単位の修得方法等に関しては、この章の定めるところによる。 

第一条の二 免許法別表第一から別表第八までにおける単位の計算方法は、大学設置基準（昭和三十一年文

部省令第二十八号）第二十一条第二項及び第三項（大学院設置基準（昭和四十九年文部省令第二十八号）

第十五条において準用する場合を含む。）、専門職大学設置基準（平成二十九年文部科学省令第三十三号）

第十四条第二項及び第三項、大学通信教育設置基準（昭和五十年文部省令第三十三号）第五条、短期大学

設置基準（昭和五十年文部省令第二十一号）第七条第二項及び第三項、専門職短期大学設置基準（平成二

十九年文部科学省令第三十四号）第十一条第二項及び第三項並びに短期大学通信教育設置基準（昭和五十

七年文部省令第三号）第五条に定める基準によるものとする。 

第一条の三 免許法別表第一備考第二号の規定により専修免許状に係る基礎資格を取得する場合の単位の修

得方法は、大学院における単位の修得方法の例によるものとする。 

第二条 免許法別表第一に規定する幼稚園教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関する科

目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第一欄 教科及び教

職に関する

科目 

右項の各科目に含めることが必要な事項 専
修
免
許
状 

一
種
免
許
状 

二
種
免
許
状 

最
低
修
得
単
位
数 

第二欄 領域及び保

育内容の指

導法に関す

る科目 

領域に関する専門的事項 

一 

六 

一 

六 

一 

二 

保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含

む。） 

第三欄 教育の基礎

的理解に関

する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

一 

〇 

一 

〇 
六 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校

運営への対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校

と地域との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す

る理解 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。） 

第四欄 道徳、総合的

な学習の時

間等の指導

法及び生徒

指導、教育相

談等に関す

る科目 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含

む。） 

四 四 四 

幼児理解の理論及び方法 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を

含む。）の理論及び方法 

 

第五欄 教育実践に

関する科目 

教育実習 五 五 五 

教職実践演習 二 二 二 

第六欄 大学が独自

に設定する

科目 

 

 

  

三 

八 

一 

四 
二 
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備考 

一 領域及び保育内容の指導法に関する科目（領域に関する専門的事項に係る部分に限る。以下「領域に関

する専門的事項に関する科目」という。）の単位の修得方法は、学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省

令第十一号）第三十八条に規定する幼稚園教育要領で定める健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域

に関する専門的事項を含む科目のうち一以上の科目について修得するものとする。 

二 保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・

マネジメントを含む。）並びに教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）は、学校教育法施

行規則第三十八条に規定する幼稚園教育要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質及び能力を育むため

の主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 

三 教育の基礎的理解に関する科目（特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解に係る部

分に限る。第九条の表備考第七号及び第八号において、「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に

対する理解に関する科目」という。）は一単位以上を修得するものとする（次条第一項、第四条第一項、

第五条第一項、第九条及び第十条の表の場合においても同様とする。）。 

四 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目に教育課程の意義及び

編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）の内容を含む場合にあつては、教育の基礎的理解に

関する科目に教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）の内容を含むこと

を要しない（次条第一項、第四条第一項及び第五条第一項の表の場合においても同様とする。）。 

五 カリキュラム・マネジメントは、次に掲げる事項を通じて、教育課程に基づき組織的かつ計画的に学

校教育の質の向上を図っていくことを取り扱うものとする（次条第一項、第四条第一項、第五条第一項、

第九条及び第十条の表の場合においても同様とする。）。 

イ 幼児、児童又は生徒、学校及び地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の

内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと。 

ロ 教育課程の実施状況を評価し、その改善を図っていくこと。 

ハ 教育課程の実施に必要な体制を確保するとともにその改善を図っていくこと。 

六 教育実習は、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む。次条第一項の表備考第五号において同じ。）、

小学校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。次条第一項の表備考第五号、第四条

第一項の表備考第七号において同じ。）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第七項に規定する幼保連携型認定こども園（以下「幼

保連携型認定こども園」という。）の教育を中心とするものとする。 

七 教育実習の単位数には、教育実習に係る事前及び事後の指導（授与を受けようとする普通免許状に係

る学校以外の学校、専修学校、社会教育に関する施設、社会福祉施設、児童自立支援施設及びボランティ

ア団体における教育実習に準ずる経験を含むことができる。）の一単位を含むものとする（次条第一項、

第四条第一項、第五条第一項、第七条第一項、第九条及び第十条の表の場合においても同様とする。）。 

八 教育実習の単位数には、二単位まで、学校体験活動（学校における授業、部活動等の教育活動その他

の校務に関する補助又は幼児、児童若しくは生徒に対して学校の授業の終了後若しくは休業日において学

校その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動に関する補助を体験する活動であつて教育実習以外

のものをいう。）の単位を含むことができる（次条第一項、第四条第一項、第五条第一項、第七条第一項

及び第九条の表の場合においても同様とする。この場合において、高等学校教諭又は特別支援学校教諭の

普通免許状の授与を受ける場合にあつては、「二単位」とあるのは「一単位」と読み替えるものとす

る。）。この場合において、教育実習に他の学校の教諭の普通免許状の授与を受ける場合のそれぞれの科

目の単位をもつてあてることができない（次条第一項、第四条第一項及び第五条第一項の表の場合におい

ても同様とする。）。 
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２ 学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技能の修

得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。 

３ 保育内容の指導法に関する科目及び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位を修得させるために

大学が設置する修業年限を一年とする課程における単位の修得方法は、第一項に定める修得方法の例による

ものとする。 

４ 大学は、第一項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保すると

ともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 

 

第三条 免許法別表第一に規定する小学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関す 

る科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第一欄 教科及び教

職に関する

科目 

右項の各科目に含めることが必要な事項 専
修
免
許
状 

一
種
免
許
状 

二
種
免
許
状 

最
低
修
得
単
位
数 

第二欄 教科及び教

科の指導法

に関する科

目 

教科に関する専門的事項 

三

〇 

三

〇 

一

六 

各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含

む。） 

第三欄 教育の基礎

的理解に関

する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

一 

〇 

一 

〇 
六 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校

運営への対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校

と地域との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 

九 （略） 

十 教職実践演習は、当該演習を履修する者の教科及び教職に関する科目（教職実践演習を除く。）の履

修状況を踏まえ、教員として必要な知識技能を修得したことを確認するものとする（次条第一項、第四条

第一項、第五条第一項、第九条及び第十条の表の場合においても同様とする。）。 

十一 教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位は、教育の基礎的理解に関する科目にあつては八単

位(二種免許状の授与を受ける場合にあつては六単位)まで、道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生

徒指導、教育相談等に関する科目にあつては二単位まで、教育実習にあつては三単位まで、教職実践演習

にあつては二単位まで、小学校、中学校又は高等学校の教諭の普通免許状の授与を受ける場合のそれぞれ

の科目の単位をもつてあてることができる(次条第一項及び第四条第一項の表の場合においても同様とす

る。)。 

十二～十三 （略） 

十四 大学が独自に設定する科目の単位の修得方法は、次に掲げる免許状の授与を受ける場合に応じ、そ

れぞれ定める科目について修得するものとする（次条第一項、第四条第一項及び第五条第一項の表の場合

においても同様とする。高等学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合にあつては、「一種免許状又は二

種免許状」とあるのは「一種免許状」と読み替えるものとする。）。 

イ 専修免許状 領域に関する専門的事項に関する科目、保育内容の指導法に関する科目又は教諭の教育の

基礎的理解に関する科目等 

ロ 一種免許状又は二種免許状 領域に関する専門的事項に関する科目、保育内容の指導法に関する科目若

しくは教諭の教育の基礎的理解に関する科目等又は大学が加えるこれらに準ずる科目 
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特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対

する理解 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。） 

第四欄 道徳、総合的

な学習の時

間等の指導

法及び生徒

指導、教育相

談等に関す

る科目 

道徳の理論及び指導法 

一

〇 

一

〇 
六 

総合的な学習の時間の指導法 

特別活動の指導法 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を

含む。） 

生徒指導の理論及び方法 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識

を含む。）の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 

第五欄 教育実践に

関する科目 

教育実習 五 五 五 

教職実践演習 二 二 二 

第六欄 大学が独自

に設定する

科目 

 
二

六 
二 二 

備考 

一 教科及び教科の指導法に関する科目（教科に関する専門的事項に係る部分に限る。次条第一項及び

第五条第一項の表（表の部分に限る。）を除き、以下「教科に関する専門的事項に関する科目」とい

う。）の単位の修得方法は、国語（書写を含む。）、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家

庭、体育及び外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の各外国語に分ける。）（第三号及び第十一

条の二の表備考第二号において「国語等」という。）の教科に関する専門的事項を含む科目のうち一以

上の科目について修得するものとする。 

二 各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、道徳の理

論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法並びに特別活動の指導法は、学校教育法施行規則第五十二

条に規定する小学校学習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質及び能力を育むための主体

的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 

三 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、専修免許状又は一種免許状の授与を受ける場合

にあつては、国語等の教科の指導法に関する科目についてそれぞれ一単位以上を、二種免許状の授与を

受ける場合にあつては、六以上の教科の指導法に関する科目（音楽、図画工作又は体育の教科の指導法

に関する科目のうち二以上を含む。）についてそれぞれ一単位以上を修得するものとする。 

四 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（道徳の理論及び指

導法に係る部分に限る。）の単位の修得方法は、専修免許状又は一種免許状の場合は二単位以上、二種

免許状の場合は一単位以上修得するものとする（次条第一項の表の場合においても同様とする。）。 

五 教育実習は、小学校、幼稚園、中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特

別支援学校の中学部を含む。次条第一項の表備考第七号及び第五条第一項の表備考第三号において同

じ。）及び幼保連携型認定こども園の教育を中心とするものとする。 

六 （略） 

２ 学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技能の修

得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。 

３ 各教科の指導法に関する科目及び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位を修得させるために大
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学が設置する修業年限を一年とする課程における単位の修得方法は、第一項に定める修得方法の例によるも

のとする。 

４ 大学は、第一項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保すると

ともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 

 

第四条 免許法別表第一に規定する中学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関す 

る科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第一欄 教科及び教

職に関する

科目 

右項の各科目に含めることが必要な事項 専
修
免
許
状 

一
種
免
許
状 

二
種
免
許
状 

最
低
修
得
単
位
数 

第二欄 教科及び教

科の指導法

に関する科

目 

教科に関する専門的事項 

二

八 

二

八 

一

二 

各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含

む。） 

第三欄 教育の基礎

的理解に関

する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

一 

〇

㈥ 

一 

〇

㈥ 

六

㈢ 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校

運営への対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校

と地域との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対

する理解 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ

ネジメントを含む。） 

第四欄 道徳、総合的

な学習の時

間等の指導

法及び生徒

指導、教育相

談等に関す

る科目 

道徳の理論及び指導法 

一

〇

㈥ 

一

〇

㈥ 

六

㈣ 

総合的な学習の時間の指導法 

特別活動の指導法 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を

含む。） 

生徒指導の理論及び方法 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識

を含む。）の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 

第五欄 教育実践に

関する科目 

教育実習 五

㈢ 

五

㈢ 

五

㈢ 

教職実践演習 二 二 二 

第六欄 大学が独自

に設定する

科目 

 
二

八 
四 四 

備考 

一 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、次に掲げる免許教科の種類に応じ、そ

れぞれ定める教科に関する専門的事項に関する科目についてそれぞれ一単位以上修得するものとする。 
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イ 国語 国語学（音声言語及び文章表現に関するものを含む。）、国文学（国文学史を含む。）、漢文

学、書道（書写を中心とする。） 

ロ 社会 日本史・外国史、地理学（地誌を含む。）、「法律学、政治学」、「社会学、経済学」、「哲

学、倫理学、宗教学」 

ハ 数学 代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータニ 理科 物理学、物理学実験

（コンピュータ活用を含む。）、化学、化学実験（コンピュータ活用を含む。）、生物学、生物学実験

（コンピュータ活用を含む。）、地学、地学実験（コンピュータ活用を含む。） 

ホ 音楽 ソルフェージュ、声楽（合唱及び日本の伝統的な歌唱を含む。）、器楽（合奏及び伴奏並びに

和楽器を含む。）、指揮法、音楽理論・作曲法（編曲法を含む。）・音楽史（日本の伝統音楽及び諸民

族の音楽を含む。） 

ヘ 美術 絵画（映像メディア表現を含む。）、彫刻、デザイン（映像メディア表現を含む。）、工芸、

美術理論・美術史（鑑賞並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む。） 

ト 保健体育 体育実技、「体育原理、体育心理学、体育経営管理学、体育社会学、体育史」・運動学

（運動方法学を含む。）、生理学（運動生理学を含む。）、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保

健、精神保健、学校安全及び救急処置を含む。） 

チ 保健 生理学・栄養学、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保健、学校安全及び救急処

置を含む。） 

リ 技術 木材加工（製図及び実習を含む。）、金属加工（製図及び実習を含む。）、機械（実習を含

む。）、電気（実習を含む。）、栽培（実習を含む。）、情報とコンピュータ（実習を含む。） 

ヌ 家庭 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。）、被服学（被服製作実習を含む。）、食物

学（栄養学、食品学及び調理実習を含む。）、住居学、保育学（実習を含む。） 

ル 職業 産業概説、職業指導、「農業、工業、商業、水産」、「農業実習、工業実習、商業実習、水産

実習、商船実習」 

ヲ 職業指導 職業指導、職業指導の技術、職業指導の運営管理 

ワ 英語 英語学、英語文学、英語コミュニケーション、異文化理解 

カ 宗教 宗教学、宗教史、「教理学、哲学」 

二 前号に掲げる教科に関する専門的事項は、一般的包括的な内容を含むものでなければならない（次

条第一項の表の場合においても同様とする。）。 

三 英語以外の外国語の免許状の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修

得方法は、それぞれ英語の場合の例によるものとする（次条第一項の表の場合においても同様とす

る。）。 

四 第一号中「 」内に示された事項は当該事項の一以上にわたつて行うものとする（次条第一項、第九

条、第十五条第二項、第十八条の二及び第六十四条第二項の表の場合においても同様とする。）。ただ

し、「農業、工業、商業、水産」の修得方法は、これらの教科に関する専門的事項に関する科目のうち

二以上の教科に関する専門的事項に関する科目（商船をもつて水産と替えることができる。）について

それぞれ二単位以上を修得するものとする。 

五 各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、道徳の理

論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法並びに特別活動の指導法は、学校教育法施行規則第七十四

条に規定する中学校学習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質及び能力を育むための主体

的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 

 

六 各教科の指導法に関する科目の単位の修得方法は、受けようとする免許教科について、専修免許状
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又は一種免許状の授与を受ける場合にあつては八単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合にあつて

は二単位以上を修得するものとする（次条第一項の表の場合においても同様とする。この場合におい

て、「八単位以上を、二種免許状の授与を受ける場合にあつては二単位以上」とあるのは「四単位以

上」と読み替えるものとする。）。 

七 教育実習は、中学校、小学校及び高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を

含む。次条第一項の表備考第三号の場合においても同じ。）の教育を中心とするものとする。 

八～九 （略） 

２ 学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技能の修

得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。 

３ 各教科の指導法に関する科目及び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位を修得させるために大

学が設置する修業年限を一年とする課程における単位の修得方法は、第一項に定める修得方法の例によるも

のとする。 

４ 大学は、第一項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保すると

ともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 

 

第五条 免許法別表第一に規定する高等学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の教科及び教職に関する

科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

第一欄 教科及び教

職に関する

科目 

右項の各科目に含めることが必要な事項 専
修
免
許
状 

一
種
免
許
状 

最
低
修
得
単
位
数 

第二欄 教科及び教

科の指導法

に関する科

目 

教科に関する専門的事項 

二

四 

二

四 

各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） 

第三欄 教育の基礎

的理解に関

する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想 

一 

〇

㈣ 

一 

〇

㈣ 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営へ

の対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校と地域

との連携及び学校安全への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理

解 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメ

ントを含む。） 

第四欄 道徳、総合的

な学習の時

間等の指導

法及び生徒

指導、教育相

談等に関す

る科目 

総合的な学習の時間の指導法 

八

㈤ 

八

㈤ 

特別活動の指導法 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。） 

生徒指導の理論及び方法 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含

む。）の理論及び方法 

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 
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第五欄 教育実践に

関する科目 

教育実習 三

㈡ 

三

㈡ 

教職実践演習 二 二 

第六欄 大学が独自

に設定する

科目 

 
三

六 

一

二 

備考 

一 教科に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、免許教科の種類に応じ、それぞれ定め

る教科に関する専門的事項に関する科目についてそれぞれ一単位以上修得するものとする。 

イ 国語 国語学（音声言語及び文章表現に関するものを含む。）、国文学（国文学史を含む。）、漢文

学 

ロ 地理歴史 日本史、外国史、人文地理学・自然地理学、地誌 

ハ 公民 「法律学（国際法を含む。）、政治学（国際政治を含む。）」、「社会学、経済学（国際経済

を含む。）」、「哲学、倫理学、宗教学、心理学」 

ニ 数学 代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータ 

ホ 理科 物理学、化学、生物学、地学、「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実験（コン

ピュータ活用を含む。）、生物学実験（コンピュータ活用を含む。）、地学実験（コンピュータ活用を

含む。）」 

ヘ 音楽 ソルフェージュ、声楽（合唱及び日本の伝統的な歌唱を含む。）、器楽（合奏及び伴奏並びに

和楽器を含む。）、指揮法、音楽理論・作曲法（編曲法を含む。）・音楽史（日本の伝統音楽及び諸民

族の音楽を含む。） 

ト 美術 絵画（映像メディア表現を含む。）、彫刻、デザイン（映像メディア表現を含む。）、美術理

論・美術史（鑑賞並びに日本の伝統美術及びアジアの美術を含む。） 

チ 工芸 図法・製図、デザイン、工芸制作（プロダクト制作を含む。）、工芸理論・デザイン理論・美

術史（鑑賞並びに日本の伝統工芸及びアジアの工芸を含む。） 

リ 書道 書道（書写を含む。）、書道史、「書論、鑑賞」、「国文学、漢文学」 

ヌ 保健体育 体育実技、「体育原理、体育心理学、体育経営管理学、体育社会学、体育史」・運動学

（運動方法学を含む。）、生理学（運動生理学を含む。）、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保

健、精神保健、学校安全及び救急処置を含む。） 

ル 保健 「生理学、栄養学、微生物学、解剖学」、衛生学・公衆衛生学、学校保健（小児保健、精神保

健、学校安全及び救急処置を含む。） 

ヲ 看護 「生理学、生化学、病理学、微生物学、薬理学」、看護学（成人看護学、老年看護学及び母子

看護学を含む。）、看護実習 

ワ 家庭 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。）、被服学（被服製作実習を含む。）、食物

学（栄養学、食品学及び調理実習を含む。）、住居学（製図を含む。）、保育学（実習及び家庭看護を

含む。）、家庭電気・家庭機械・情報処理 

カ 情報 情報社会・情報倫理、コンピュータ・情報処理（実習を含む。）、情報システム（実習を含

む。）、情報通信ネットワーク（実習を含む。）、マルチメディア表現・マルチメディア技術（実習を

含む。）、情報と職業 

ヨ 農業 農業の関係科目、職業指導 

タ 工業 工業の関係科目、職業指導 

レ 商業 商業の関係科目、職業指導 

ソ 水産 水産の関係科目、職業指導 
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ツ 福祉 社会福祉学（職業指導を含む。）、高齢者福祉・児童福祉・障害者福祉、社会福祉援助技術、

介護理論・介護技術、社会福祉総合実習（社会福祉援助実習及び社会福祉施設等における介護実習を含

む。）、人体構造に関する理解・日常生活行動に関する理解、加齢に関する理解・障害に関する理解 

ネ 商船 商船の関係科目、職業指導 

ナ 職業指導 職業指導、職業指導の技術、職業指導の運営管理 

ラ 英語 英語学、英語文学、英語コミュニケーション、異文化理解 

ム 宗教 宗教学、宗教史、「教理学、哲学」 

二 各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ

ラム・マネジメントを含む。）、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）、総合的な

学習の時間の指導法並びに特別活動の指導法は、学校教育法施行規則第八十四条に規定する高等学校学

習指導要領に掲げる事項に即し、育成を目指す資質及び能力を育むための主体的・対話的で深い学びの

実現に向けた授業改善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 

三 教育実習は、高等学校及び中学校の教育を中心とするものとする。 

四～六 （略） 

２ 学生が前項の科目の単位を修得するに当たつては、大学は、各科目についての学生の知識及び技能の修

得状況に応じ適切な履修指導を行うよう努めるものとする。 

３ 各教科の指導法に関する科目及び教諭の教育の基礎的理解に関する科目等の単位を修得させるために大

学が設置する修業年限を一年とする課程における単位の修得方法は、第一項に定める修得方法の例によるも

のとする。 

４ 大学は、第一項に規定する各科目の開設に当たつては、各科目の内容の整合性及び連続性を確保すると

ともに、効果的な教育方法を確保するよう努めるものとする。 

 

第七条 免許法別表第一に規定する特別支援学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の特別支援教育に関

する科目の単位の修得方法は、次の表の定めるところによる。 

特別支援に関する科目 

免許状の種類 

特別支援学校教諭 

専修 

免許状 

一種 

免許状 

二種 

免許状 

最
低
修
得
単
位
数 

第一欄 特別支援教育

の基礎理論に

関する科目 

 

二 二 二 

第二欄 特別支援教育

領域に関する

科目 

心身に障害のある幼児、児童又は生徒

の心理、生理及び病理に関する科目 
一六 一六 八 

心身に障害のある幼児、児童又は生徒 

の教育課程及び指導法に関する科目 

第三欄 免許状に定め

られることと

なる特別支援

教育域以外の 

領域に関する

科目 

心身に障害のある幼児、児童又は生徒 

の心理、生理及び病理に関する科目 

五 五 三 心身に障害のある幼児、児童又は生徒 

の教育課程及び指導法に関する科目 

第四欄 心身に障害の

ある幼児、児

 三 三 三 
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童又は生徒に

ついての教育

実習 

備考 

一 第一欄に掲げる科目は、特別支援学校の教育に係る、心身に障害のある幼児、児童又は生徒について

の教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想並びに心身に障害のある幼児、児童又は生徒についての

教育に係る社会的、制度的又は経営的事項を含むものとする。 

二 第二欄に掲げる科目の単位の修得方法は、特別支援教育領域のうち、一又は二以上の免許状教育領域

（授与を受けようとする免許状に定められることとなる特別支援教育領域をいう。次項において同

じ。）について、それぞれ次のイ又はロに定める単位を修得するものとする。 

イ 視覚障害者又は聴覚障害者に関する教育の領域を定める免許状の授与を受けようとする場合にあつて

は、当該領域に関する心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心理、生理及び病理に関する科目（以下

「心理等に関する科目」という。）並びに当該領域に関する心身に障害のある幼児、児童又は生徒の教

育課程及び指導法に関する科目（以下「教育課程等に関する科目」という。） 

について合わせて八単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつては四単位）以上（当該心理等に関す

る科目に係る一単位以上及び当該教育課程等に関する科目に係る二単位（二種免許状の授与を受ける場

合にあつては一単位）以上を含む。） 

ロ 知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に関する教育の領域を定め

る免許状の授与を受けようとする場合にあつては、当該領域に関する心理等に関する科目及び当該領域

に関する教育課程等に関する科目について合わせて四単位（二種免許状の授与を受ける場合にあつては

二単位）以上（当該心理等に関する科目に係る一単位以上及び当該教育課程等に関する科目に係る二単

位（二種免許状の授与を受ける場合にあつては一単位）以上を含む。） 

三 第三欄に掲げる科目は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者及び病弱者に関する教

育並びにその他障害により教育上特別の支援を必要とする者に対する教育に関する事項のうち、授与を

受けようとする免許状に定められることとなる特別支援教育領域に関する事項以外の全ての事項を含む

ものとする。 

四 （略） 
２ 免許法別表第一に規定する特別支援学校教諭の専修免許状の授与を受ける場合の特別支援教育に関する

科目の単位は、前項に規定するもののほか、免許状教育領域の種類に応じ、大学の加える特別支援教育に関

する科目についても修得することができる。 

３～６ （略） 

７ 免許法別表第一備考第六号に規定する特別支援教育に関する科目の単位を修得させるために大学が設置

する修業年限を一年とする課程（以下「特別支援教育特別課程」という。）における特別支援教育に関する

科目の単位の修得方法は、第一項から第四項までに定める修得方法の例によるものとする。 

第八条～第六十六条の五 略 

第六十六条の六 免許法別表第一備考第四号に規定する文部科学省令で定める科目の単位は、日本国

憲法二単位、体育二単位、外国語コミュニケーション二単位及び情報機器の操作二単位とする。 

第六十六条の七～第七十一条 略 

第七十二条 普通免許状の様式は、別記第一号様式のとおりとする。 

２ 専修免許状には、大学院での専攻を記入するものとする。この場合において、次の各号に掲げる

免許状の区分に応じ当該各号に掲げるいずれかの分野に関する単位を十二単位以上修得した場合

は、大学院での専攻に加えて当該分野を記入することができる。 

一 幼稚園教諭の専修免許状においては、教育哲学、教育史、教育制度・学校経営、教育社会学、
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教育内容・方法、教育心理学・発達心理学、教育臨床、幼児教育又は授与権者が適当と認めた分野 

二 小学校又は中学校の教諭の専修免許状においては、教育哲学、教育史、教育制度・学校経営、

教育社会学、教育内容・方法、教育心理学・発達心理学、教育臨床、生徒指導・進路指導、国語

教育、社会科教育、数学教育、理科教育、音楽教育、美術教育、保健体育、技術教育、家政教

育、英語教育、道徳教育、国際理解教育、環境教育、情報教育、日本語教育、生涯学習（社会教

育を含む。）又は授与権者が適当と認めた分野 

三 高等学校教諭の専修免許状においては、前号に掲げる分野、世界史、日本史、地理、倫理、政

治・経済、物理、化学、生物、地学、体育若しくは保健又は授与権者が適当と認めた分野 

四 特別支援学校の教諭の専修免許状においては、視覚障害教育、聴覚障害教育、知的障害教育、

肢体不自由教育、病弱教育又は授与権者が適当と認めた分野 

五及び六 略 

３ 特別免許状及び臨時免許状の様式は、第一項の普通免許状の様式を参酌して、都道府県の教育委

員会規則で定める。 

第七十三条～第七十六条 略 
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資料２ 

 

○ 教育学部配置図 
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